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内容梗概

本論文は，筆者が大阪大学大学院工学研究科在学中に行った高度道路交通シス

テムにおける通信遮断解消技術に関する研究成果をまとめたものであり，以下の 5

章により構成されている.

第 1 章は，本論文における研究背景及び関連分野の研究動向について概説を行

うとともに，本研究の位置付けと目的を明らかにする.

第 2 章では，通信遮断解消技術の評価を行うために必要となる路車間通信シス

テムのモデ、ル化を行う.路車開通信環境では様々な車両が個々の希望速度で走行し

ており，周辺車両の位置関係は時々刻々と変化する.本論文ではまず，交通流の状

態を表現するための様々な指標の中で交通流現象に特に大きな影響を及ぼす車頭時

間分布の統計的特徴について詳述し，この特'1主に基づ、いた交通流モデ、ルの構築を行

う.また，車両の高速走行や周辺車両による電波遮へいに伴う無線通信伝搬路特性

の高速な変動は，通信遮断の主たる原因として大きな影響を及ぼす.これらの要因

を考慮して，出来る限り実郊直環境に近いシミュレーションを用いた通信遮断解消

技術の評価を行うため，周辺車両における電波反射及び電波回折を導入した多重路

電波伝搬モデルの構築を行う.以上のモデルを導入した路車開通信システムモデル

を示し，本論文で採用する通信遮断の定義を示す.

第 3 章では，路車問通信システムへの適応変調の適用を提案し，それによる通

信遮断解消効果を明らかにする.路側アンテナと車載アンテナを結ぶ見通し線が大

型車両によって遮へいされると，通信中の車両における受信信号電力は著しく低下

するが，大型車両の車体稜線を経て到来する回折波が無線通信を維持する上で有効

な電力を有していれば，適応変調を用いて受信信号電力に応じた変調フォーマット

の切り換えを行うことで，従来であれば通信遮断で、あった受信信号電力まで許容す

ることが可能となる.本章では，第 2 章で構築した路車問通信システムモデルを用

いて計算機シミュレーションを行い，通信遮断継続時間ならびに実効伝送速度の改

善効果を定量的に評価し，適応変調を用いることの有効性を示す.

第 4 章では，路車間通信システムにおける通信遮断解消のために，分散アンテ

ナを用いた複局同時送信を提案し，通信遮断率及び通信遮断継続時聞を最小にする

分散アンテナ配置法を明らかにする.複数の路側アンテナを用いて 1 つの路車問
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通信セルを構築する分散アンテナは， 1 つの路側アンテナが担っていた路車問通信

機能を複数の路側アンテナに分散させることができ，マクロダイパーシチ効果によ

る通信遮断の解消が期待できる.このとき，走行中の車両が周辺の車両に影響され

ることなく分散アンテナを常に見通せるように分散アンテナの配置を工夫すれば，

その効果を最大限に引き出すことが可能となる.本章では，既存の道路インフラを

有効活用した 6種類の分散アンテナ配置を考案し，第 2 章の路車間通信システムモ

デルを用いた計算機シミュレーションから得た通信遮断率ならびに通信遮断継続時

聞に関する結果から，最適な分散アンテナ配置を明らかにする.また，実効セル面

積の観点からもその拡大率の高い分散アンテナ配置を明らかにする.

第 5 章は結論であり，本研究で得られた成果と高度道路交通システムに与える

インパクトについて述べ，本論文の総括とする.
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第 1 章序論

1.1 高度道路交通システム

道路交通環境の最適化を図ることを目的とした高度道路交通システム (ITS:

Intelligent 'fransport Systems) は，近年様々な形のサービスとして実用化されて

おり，運転者の負担を可能な限り軽減することによる交通事故の解消や運転者の安

全性及び快適性の向上に大きく貢献している [1]~[3]. ITS は，交通事故防止など

を目的とした安全運転機能，渋滞緩和などを目的とした円滑走行機能，環境汚染の

抑制などを目的とした環境機能に基づいた 9つの開発分野から構成されており，そ

れぞれの分野において様々な研究開発が行われている.また，これらの機能を実現

するために，計算機による高度な情報処理や無線通信などの最先端の情輪車信樹府

(ICT : Information and Commllnication Technology) を核とした図1.1に示すよう

な様々なサービス展開及び図1.2のようなサービス形態が想定されている.

ITS の最初のサービスとして 2001 年 3 月に運用が開始されたノンストッフ。自動

料金収受システム (ETC: Electronic Toll Collection system) [4] は，その利用者が

増加の一途をたどっており，料金所における渋滞の緩和や環境問題の改善に確実な

効果が現れている [5]. ETC で用いられている路車開通信 (RVC : Road-to-Vehicle 

Commllnication) システムは， 1997 年 11 月に電波産業会 (ARIB : Association of 

Radio Indllstries and Bllsinesses) において策定された標準規格ARIB STD-T55[6] 

に基づいて構築されており， 5.8GHz 帯の周波数を用いて最大 1Mbps の通信が可

能である.また，伝送速度の高速化ならびに狭域無線通信の利用可能性老広げる

目的として， 5.8GHz 帯での双方向通信が可能な狭域無線通信 (DSRC : Dedicated 

Short Range Commllnication) 技術が 2001 年 9 月に標準規格 ARIB STD-T75[7] 

として電波産業会において策定され，後に国際標準化された. DSRC では，最大

4Mbps の信号伝送速度で約 30m の範囲での通信が可能であり，この技術を適用し

たスマートインターチェンジ、の設置[司，パーキング、エリアやガソリンスタンドにお

ける自動料金収受 [9] ， [10] などが実験的に開始されている.さらに，これらのサー

ビスを含めた将来の複数のアプリケーションに対応可能な ITS 車載器 [11] を始め
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(a) 路車問通信 CRVC) ネットワーク

(b) 車車開通信 CIVC) ネットワーク

(c) 車車問・路車問通信 CIVC-RVC) 融合ネットワーク

図1.2 高度道路交通システム CITS) のサービス形態

運転者の意思判断を含めた車両走行状態の情報を共有するための技術の 1 つとし

て，車車問通信 CIvC : Inter-Vehicle Communication) 技術に関する様々な研究開

発 [20]~[22] 及び標準化 [23]， [24] が行われている.特に，見通しの悪い道路曲線部

における走行速度やハンドル操作補助，及び交差点における右折時や出会い頭にお

ける事故を回避するための技術などは，対向車線を走行する車両との通信が必要不

可欠であり，これまでに開発されている路車問通信技術やセンサ技術だけではその

実現性に限界がある.従って，車車問通信技術はより安全かつ快適な運転環境を提

供するために有効な技術とされており，将来実現される車群走行の制御を行うため

の基盤技術となることが期待されている [25] ， [26].
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さらに， 1TS の最終目標として掲げられている完全自動運転のために必要不可欠

となる走行支援道路システム (AHS: Advanced cruise-assist Highway Systems) の

確立のためには，緊急を要する情報を始めとした安全運転支援のための様々な情報

を，車車開通信ネットワーク内外に存在する車両と共有するとともに， 1P (1nternet 

Protocol) ネットワークなどを経由して道路管理システムへも通知することが要求

される [27]. また，このような情報は位置や時聞に依存することなく入手すること

が望ましいため，車両の走行中に出来る限り継続的な通信が行える環境を構築す

ることが必要とされる.そのためには，路車間通信と車車問通信の双方を核とし

た大規模な道路気重ネットワークが必要となるが，これを実現するための手法の 1

つとして路車開通信ネットワークを通じて離れた車群間の通信を補う手法が帯T

られる.車車問通信と路車問通信を融合した車車問・路車問通信融合ネットワーク

では，近隣車両とのマルチホップ通信により情報の中継を行うことで，路側基地局

(RBS : Roadside Base Station) の存在しないエリアでも迅速かつ継続的な送受信

が可能となるため，実現に向けた様々な研究がなされている [28]~[37]. このよう

な車車問・路車問通信融合ネットワークでは，各車群内で共有される速度や位置な

どのプローブ情報が路車問通信ネットワーク側にいったん集約されるため，道路交

通ネットワーク全体の通信品質を高く維持するためには，路車間通信ネットワーク

の通信品質を特に高く維持することが肝要であるとされている [36]ぷ7].

また，次世代 1TS の国際標準案として国際標準化機構 (1SO: 1nternational Orｭ

ganization for Standardization) の専門委員会において検討されている中広域無線

通信規格 (CALM: Communication Air interface for Long and Medillm range) [38] 

では，車車問・路車開通信融合ネットワークの実現により運転者にとってさらに利

便性の高い 1TS サービスが実現できることを目指しており， DSRC との親和性を

保ちつつ，既存の無線アクセスネットワーク (RAN : Radio Access Network) と

のハンドオーバや，車両間または車群間での情報共有を行うための技術的基準の明

確化が期待されている [39]， [40].

以上に代表されるような道路交通システムの情報化を支えるアプリケーションの

共通基盤として，スマートウェイと呼ばれる概念が提唱されている.スマートウェ

イは，光ファイバやセンサ等を扱う情報ネットワーク基盤 (information network 

devices) ，各車両のプローブ情報等を扱うデータ基盤 (data storage devices) ，及
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び DSRC 等の通信基盤 Ccommunication devices) によって構成された次世代の道

路であり，これらの共通基盤を活用することで ITS に関する様々なサービスを実

現可能とするものである [5]， [41].

情報ネットワーク基盤では，道路上で収受された膨大な量の情報をやり取りす

るため， RBS と制御局 CCS : Control Station) の間での大容量かつ高速な通信が

要求される.また，将来に実現される複数のアプリケーションに対応できるような

拡張性の高い伝送方式が要求される.光ファイパを用いた光電波融合伝送 CRoF:

Radio-on-Fiber) 技術は，これらの要求に応える情報ネットワーク基盤を構築する

手法として最も注目されている [42]~[44]. RoF 技術は， CS から送信される電波

をあらかじめ光信号に変換し，光ファイバケープ、ルを用いて RBS まで伝送した後，

再び電波に変換して車両に情報を提供しようというものである.このような仕組み

を用いることで，通信方式などに変更が生じた場合でも各 RBS の変更は必要なく，

将来の情報量の増加にも対応可能となる [45].

図1.3 路車問通信システム

一方，通信基盤を支える DSRC を始めとした路車問通信システムでは，図1.3の

ような道路上に設置した RBS における路側アンテナと車両に設置した車載ユニッ

ト COBU: On-Board Unit) における車載アンテナの間での高速かつ高品質な無線

通信技術が必要とされる.また，交通事故情報等の緊急を要する情報の送受信は，

可能な限りリアルタイムに行われることが望ましいため，道路を走行中の車両が継
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続しで情報の送受信を行える環境を構築する必要がある.しかしながら，マルチパ

スフェージング Cmultipath fading) やシャドウインク、 Cshadowing) が発生する伝

搬路の特性は，周辺車両の位置関係が時々刻々と変化するため非常に速く変動し，

信号品質に大きな影響を及ぼすこととなる.特に，路車問通信を行っている車両が

大型車両の影に進入した場合によく発生する長時間に渡る通信遮断は，限られた時

間内で通信を行う路車問通信システムにとって致命的な信号品質の劣化をもたらす

ことが懸念されている [27]. 従って，道路あ重の変動過程を考慮した通信遮断特性

を明らかにし，これを改善するための手法について評価検討を行うことは重要な課

題であると言える [46]~[49].

1.2 通信遮断に関連する従来研究と技術課題

路車問通信システムにおける通信遮断は，周辺の道路構造や車両の存在によっ

て発生する受信信号電力の変動に起因するため，これに関する評価検討を行うため

には実際の道路交通を想定した環境を構築する必要がある.これは，周辺車両の存

在に起因する反射波や回折波が無線通信を行う上で有効な電力を有していれば，大

型車両による電波遮へいが発生するような場合においても通信遮断の発生を回避で

きるからである.また，回折波による電力が受信信号電力特性に大きく影響を与え

ることは基礎実験 [50] ， [51] などですでに明らかにされているが，道路あ直の変動過

程を考慮した路車問通信システムにおいて，反射波や回折波からの受信信号電力を

積極的に利用することによる通信遮断の解消効果はこれまでに検討されていない.

したがって，路車開通信システムにおいてこれらの電波伝搬特性を考慮し，適切な

通信方式に関して検討を行うことの意義は大きい.

路側アンテナから周辺車両を経由して到来する反射波や回折波の電力は，直接

波の電力に対して通常比較的小さい値となる.このとき，路車問通信時の通信方式

として多値変調方式を採用した場合，変調多値数を大きくとると伝送容量が大きく

なるため実効伝送速度が向上するが，所要の受信信号電力が高いため直接波の遮へ

いによる受信信号電力の低下に起因する通信遮断が発生しやすくなるという欠点

がある.一方，通信遮断を最小限に抑えるために変調多値数を小さくすると，実効

伝送速度が向上しないという欠点がある.これらの問題点を改善するために，適応

変調方式 [52] を路車問通信システムに適用することが考えられる [53] ， [54]. すなわ
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ち，受信搬送波電力対雑音電力比 (CNR: Carrier power to Noise power Ratio) が

高いときには多値数の大きい変調方式を用い，受信 CNR が低くなったときには，

多値数の小さい変調方式に切り替えて電波反射や電波回折による受信信号電力を

有効に利用することで，通信遮断の発生を最小限に抑えつつ，実効伝送速度の向

上を図ることができるわけである.先述のように， DSRC の標準規格では QPSK

(Quadrature Phase Shift Keying) を用いた最大 4Mbps の無線伝送速度が規定さ

れており，これに準拠した様々な路車開通信システムが実現されつつあるが，将来

のアプリケーションに対応できるような高速伝送方式を実現していく上で，適応変

調を適用した路車問通信システムにおける通信遮断特性及び実効伝送速度の改善効

果を評価する ζ との意義は大きい.

ところで，路側アンテナから到来する直接波は他の多重波による電力と比較し

て最も大きい電力を有するのが普通であるため，路側アンテナと車載アンテナを結

ぶ見通し線の確保，すなわち各車両が周辺の車両に影響されることなく路側アンテ

ナを必ず見通せるシステムの構築を行うことも，通信遮断解消のための重要な技術

と言える.複数の RBS を用いて 1 つの路車問通信セルを構築する分散アンテナシ

ステムは，これを最も簡便に実現できる手法であり， 1 つの RBS が担っていた路

車開通信機能を複数の RBS に分散させることで，複局同時送信によるマクロダイ

パーシチ効果が得られることから，本手法を適用した様々な通信手法が提案されて

いる [55]~[58]. 特に，長時間にわたる通信遮断を誘引するシャドウイングは，路

車問通信中の車両が大型車両の電波の影に進入した場合に発生し，通信遮断の主た

る要因として問題となることが指摘されている [27] が，分散アンテナシステムを

適用することで路車問通信セル内に配備された複数の RBS が通信対象となるため，

通信遮断発生率の大幅な低減が期待できる.

しかしながら，通信遮断解消に対して効果の高い分散アンテナ配置に関する検

討は数少ない.文献 [31] では，路車問通信と車車問通信を協調させることによる通

信遮断発生率の改善効果が，様々な RBS 配置に対してシミュレーションにより評

価されているが，電波伝搬を考慮した分散アンテナの配置や設置間隔に対する最適

性は検討されていない.また，文献 [59] では，狭域路車問通信システムにおいて，

数種類の RBS 配置に対する通信可能時間のシミュレーション評価を行っているが，

分散アンテナの配置や設置間隔に対する評価は行われていない.
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1.3 研究の目的と概要

そこで本研究では，道路交通の変動と多重路伝搬に起因する劣悪な無線通信環

境下にある高度道路郊直システムにおける通信遮断の解消を目的とし，第 1 番目の

手法として路車開通信システムへの適応変調の適用を提案 [60]---[64] し，通信遮断

継続時間ならびに実効伝送速度の改善効果を定量的に評価する.また，第 2番目の

手法として分散アンテナを用いた複局同時送信を提案 [65]---[68] し，通信遮断率及

び通信遮断継続時閣を最小にする分散アンテナ配置法を明らかにする.

本論文は，これらの目的に沿っておこなった高度道路交通システムにおける通

信遮断解消技術に関する曹関成果をまとめたものであり，以下の第 2 章から第 5 章

により構成される.

第 2 章では，通信遮断解消技術の評価を行うために必要となる路車問通信シス

テムのモデル化を行う.路車問通信環境では様々な車両が個々の希望速度で走行し

ており，周辺車両の位置関係は時々刻々と変化する.本論文ではまず，交通流の状

態を表現するための様々な指標の中で交通流現象に特に大きな影響を及ぼす車頭時

間分布の統計的特徴について詳述し，この特性に基づいた交通流モデルの構築を行

う.また，車両の高速走行や周辺車両による電波遮へいに伴う無線通信伝搬路特性

の高速な変動は，通信遮断の主たる原因として大きな影響を及ぼす.これらの要因

を考慮して，出来る限り実交通環境に近いシミュレーションを用いた通信遮断解消

技術の評価を行うため，周辺車両における電波反射及び電波回折を導入した多重路

電波伝搬モデルの構築を行う.以上のモデルを導入した路車開通信システムモデル

を示し，本論文で採用する通信遮断の定義を示す.

第 3 章では，路車問通信システムへの適応変調の適用を提案し，それによる通

信遮断解消効果を明らかにする.路側アンテナと車載アンテナを結ぶ見通し線が大

型車両によって遮へいされると，通信中の車両における受信信号電力は著しく低下

するが，大型車両の車体稜線を経て到来する回折波が無線通信を維持する上で有効

な電力を有していれば，適応変調を用いて受信信号電力に応じた変調フォーマット

の切り換えを行うことで，従来であれば通信遮断であった受信信号電力まで許容す

ることが可能となる.本章では，第 2 章で構築した路車問通信システムモデルを用

いて計算機シミュレーションを行い，通信遮断継続時間ならびに実効伝送速度の改
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善効果を定量的に評価し，適応変調を用いることの有効性を示す.

第 4 章では，路車開通信システムにおける通信遮断解消のために，分散アンテ

ナを用いた複局同時送信を提案し，通信遮断率及び通信遮断継続時間を最小にする

分散アンテナ配置法を明らかにする.複数の路側アンテナを用いて 1 つの路車問

通信セルを構築する分散アンテナは， 1 つの路側アンテナが担っていた路車開通信

機能を複数の路側アンテナに分散させることができ，マクロダイパーシチ効果によ

る通信遮断の解消が期待できる.このとき，走行中の車両が周辺の車両に影響され

ることなく分散アンテナを常に見通せるように分散アンテナの配置を工夫すれば，

その効果を最大限に引き出すことが可能となる.本章では，既存の道路インフラを

有効活用した 6 種類の分散アンテナ配置を考案し，第 2 章の路車開通信システムモ

デルを用いた計算機シミュレーションから得た通信遮断率ならびに通信遮断継続時

聞に関する結果から，最適な分散アンテナ配置を明らかにする.また，実効セル面

積の観点からもその拡大率の高い分散アンテナ配置を明らかにする.

第 5 章は結論であり，本研究で得られた成果と高度道路交通システムに与える

インパクトについて述べ，本論文の総括とする.
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第 2 章 路車開通信システム

2.1 序言

本章では，通信遮断解消技術の評価を行うために必要となる路車問通信システ

ムのモデル化を行う.路車問通信環境では様々な車両が個々の希望速度で走行して

おり，周辺車両の位置関係は時々刻々と変化する.そこで，まず交通流の状態を表

現する様々な指標について詳述し，この特徴に基づいた交通流モデルの構築を行

う.また，車両の高速走行や周辺車両による電波の反射や遮へいに起因して無線通

信伝搬路の特性は高速に変動し，通信遮断の主たる原因となる.そこで，周辺車両

における電波反射及び、電波回折を考慮した多重路電波伝搬モデ、ルを構築する.さら

に， ，Lj._上のモデルを用いて路車問通信システムモデルを構築し，最後に本論文にお

ける通信遮断の定義を示す.

2.2 道路交通流

2.2.1 道路交通流の指標

各車両の時間的，空間的な移動を模式的に表現した時空間図 (time--space diaｭ

gram) を図 2.1に示す [69卜道路上の車両は各々の希望速度や加減速をもって走行

しており，その振舞いは車種や運転者によって様々である.このような車両の集団

としての流れを交通流 (traffic flow) と呼び，その統計的性質は様々な確率分布に

よって表現されるが，この指標を与えるための測定手段として地点観測及び区間観

測という 2 種類の手法がある.

地点観測とは，図 2.1において，時間間隔 T[sec] の間に地点 P を通過する車両

の状態を観測する手法である.この観測方法を行うことにより，先行車両と後続車

両の聞の車頭時間 (time headway) 穴i[sec] 及ひ、各車両の地点速度的[m/s] が得られ，

これらの情報から交通流に関する統計量として時間平均速度 (time mean speed) 

や交通量 (tra田c volume) が求められる.ここで，時間平均速度とは，観測地点

を固定して一定時間内に計測された地点速度の集合平均値のことである.また，交

通量とは道路のある地点をある時間内に通過する車両数のことであり，これを単位

時間当たりの車両数として正規化したものを交通流率 (flow rate) という.すなわ
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図 2.1 車両走行に関する時空間図

ち，図 2.1の地点 P において時間間隔 T[sec] の聞に通過した車両が nT[veh] であれ

ば，交通流率 q[veh/sec] は nT/T となり，観測時間 T[sec] は個々の車両の車頭時

間1"i[sec] の総和であるから，交通流率 q[veh/sec] は次式に示すように平均車頭時間

千[sec] の逆数となる.

q= 竺=ヱT_ = � [veh/sec] 
T Li1"i 

(2.1) 

区間観測とは，図 2.1において，ある時刻 t[sec] において一定区間 X[m] の道路に

おける車両の状態を観測する手法である.この手法を用いて，時刻 t[sec] および微

小時間ð"t[sec] 後すなわち時刻 t+ 8t[sec] の道路の状態を比較することにより，先行

車両と後続車両の間の車頭距離 Cheadway) xj[m] 及び各車両の位置変化 8xj[m] が

得られ，これらの情報から交通流に関する統計量として空間平均速度 Cspace mean 

speed) や交通密度 (tra田c density) が求められる.ここで，空間平均速度とは，道

路延長方向の一定区間内においてある瞬間に存在する車両の地点速度の集合平均

値のことであり，交通密度とは単位長の道路 1 車線あたりに存在する車両数のこと

である.また，図 2.1の区間観測において時間軸上の時刻 t[sec] において一定区間
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X[mJ の道路上に存在する車両の車頭距離 Xj[mJ の合計は区間長 X[mJ に等しいの

で，この区間長に存在する車両の台数を nx[vehJ とすれば，交通密度 d[vehjmJ は

次式に示すように平均車頭距離王[mJ の逆数となる.

d=子 ;lwT1/ (2.2) 

2.2.2 平均速度，交通密度，交通流率の関係

道路上のある観測地点を単位時間内に通過する車両数は，平均速度(時間平均

速度または空間平均速度)を丸[mjsecJ とすると，観測開始時刻に上流側丸[mJ の

区間内に存在する車両数に等しい.このことから，距離方s[mJ の区間内の車両数は

交通密度 d[vehjmJ を用いて ãvs [刊hJ と表されるので，交通流率 q[vehjsecJ は

q = 縋s[vehjsecJ (2.3) 

と表現できる.この式は，平均速度，交通密度，及び交通流率の聞に常に成り立つ

関係であり，交通流率が一定のもとでは平均速度と交通密度の聞に強い負の相関関

係があることが経験的に知られている [70]， [71J. 乙れは，運転者は走行速度が速く

なるほど安全性を保つために車間距離を大きくとる傾向があり，平均速度が大きく

なるほど交通密度が小さくなることに起因している.これらの相互関係を模式的に

示すと図 2.2のようになる [71J ・

式 (2.3) 及び平均速度と交通密度が負の相闘をもっということより，交通流率

が最大となる臨界点 qc[vehjsecJ が存在することが分かる.このときの交通密度と

平均速度をそれぞれ臨界密度 Ccritical density) dc[vehjmJ 及び臨界速度 Ccritical

speed) 叫mjsecJ と呼ぶ.一方，克直密度が o[vehjmJ となるときの平均速度を自由

速度 Cfree speed) ，平均速度が o[mjsecJ となるのときの交通密度を飽和密度 Cjam

density) といい，それぞれり[mjsecJ 及び dj[vehjmJ で表される値となる.

道路交通流は，臨界点を境界としてその状態が大きく変化し，臨界点よりも交

通密度の小さい状態は自由流 Cfree flow) または非渋滞流 Cnoncongested flow) , 

臨界点よりも密度の大きい状態は混雑流または渋滞流 Ccongested flow) と呼ばれ

る.自由流領域では各車両は比較的自由に走行することができるが，渋滞流領域で

は走行の自由性が制限される.また，臨界点付近では交通流の状態が不安定であ
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図 2.2 平均速度九，交通密度 d， 交通流率 q の関係

り，自由流領域と渋滞流領域の聞を遷移するため，個々の車両速度の少しの乱れか

ら平均速度の低下や重度の渋滞をもたらすことがある.

2.2.3 車頭時間分布

前項で述べたように，交通流率や交通量の時間的な変化は，交通流の状態を表

現するための様々な指標の中でも交通流現象に特に大きな影響を及ぼす.従って，

本項では交通量と逆数の関係にある車頭時間分布の統計的特徴について詳述する.

道路があまり混雑していない場合，車両の発生や通過は確率論における独立事

象とみなすことができ，車両の到着としてポアソン分布 (Poisson distriblltion) が

適用できる.このとき，車両の流れを単位時間当たり平均 m[veh] の車両が到着す

るランダム過程であるとすると，ある時刻 t[sec] までの聞に η[veh] の車両が到着す

る確率 P(n， t) は，

(mt)n __ 
P(吋)=ヲ「ε (2.4) 

と表される.これより，ある時刻 t[sec] までの聞に車両が到着しない確率 P(O， t) と
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その余事象すなわちある時刻 t[sec] までの聞に少なくとも 1 台以上の車両が到着す

る確率 P(t) は，それぞれ次のようになる.

P(O , t) = e-mt 

P(t) = 1-e-mt 

(2.5) 

(2.6) 

ここで，式 (2.6) は車両の到着間隔が t[sec] 以下である確率に相当し，車頭時間間

隔 t[sec] の累積分布関数 CCDF : Cumulative Distribution F\mction) となる.従っ

て，車頭時間間隔 t[sec] の確率密度関数 CPDF:Probability Density F¥mction) j(t) 

は，平均が μ = l/m， 分散が σ2 = 1/m2 である次のような負の指数分布 Cnegative

exponential distribution) となる.

_ dP(t) 
j(t) 一一一一 =me

dt 
(2.7) 

実際の交通流では，車長に相当する時間分だけ車頭時間間隔の補正を行う必要があ

り，この指数分布を一定の最小車頭時間間隔た、けシフトさせた分布 Cshiftednegative 

exponential distriblltion) を用いる場合がある [71].

一方，交通量が多くなり道路が混雑してくると，先行車両に後続車両が追従し

て走行する傾向が強くなる.また，最小車頭時間間隔のばらつきが大きくなること

などから，アーラン分布 CErlang distribution) が実際の車頭時間間隔により適合

する分布として知られている [69]~[74]. ある時刻 t[sec] までの聞に k[veh] 以上の

車両が到着する確率 P(t) は，式 (2.4) を η について [k ， ∞]の範囲で合計して

∞ (mt)n ト~ (mt)n _ 
印)=E7e-~-お7e (2.8) 

と表され，これは k[veh] 以上の車両が存在している時間間隔 t[sec] の CDF となる.

従って，この時間間隔 t[sec] の PDF は，平均が μ =k/m， 分散が σ2 = k/m2 であ

る次のようなアーラン分布となる.

dP(t) _ m,ktk-l ~-mt 
j(t) = 一一=一一-.-_e

dt (k -1)! 
(2.9) 

ここで ， k はアーラン分布の位相パラメータとなり ， k = 1 の場合が指数分布とな
るなど ， k の値のとり方により様々な追従状態にある車頭時間分布を表現すること
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図 2.3 車頭時間分布

が可能である.図 2.3に，車頭時間分布としてアーラン分布を適用した場合の例を

示す.

アーラン分布の位相パラメータには整数値が用いられるが，より忠実な車頭時間

分布の表現を行うためこれを実数全体に拡張したガンマ分布(Gamma distribution) 

が用いられる場合もある.さらに，最小車頭時聞に対するシフト量を考慮すること

により，これらの分布はピアソン E型分布 (Pearson type III distribution family) 

として包括的に表現することができる [71J ， [75J. 実交通流から得られたデータのよ

り正確なモデル化を行うためには，出来る限り自由度の大きな分布すなわちガン

マ分布やピアソン E型分布を用いることが望ましいが，これらの分布は数学的に

非常に複雑である.一方，アーラン分布は指数分布に従う確率変数の和の分布であ

り，指数分布そのものが待ち行列理論において理論を簡便化する性質も有している

ため，車頭時間のモデル化の際の分布として適用されることが最も多い.

2.2.4 道路交通流のモデル

道路交通流のモデル化には様々な手法が存在するが， (1) 個々の車両の走行をラ

ンダム確率過程とみなし，確率理論によってミクロスコピックな解析を行う確率論

的方法， (2) 道路交通流全体を流体とみなし，気体運動の理論を適用してその現象
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の変化をマクロスコピックに表現する流体力学的方法，及び， (3) 交通流において

前方車両に追従する後続車両の振舞いの規則性を仮定し，各車両の状態を表す微分

方程式を用いて走行状態及びその変化を明らかにする動力学的方法が代表的な手法

としてよく用いられる [70] ， [7司.本論文では，このうち容易な解析が可能であり最

もよく用いられている確率論的方法による交通流モデルの構築を行う.

また，このような手法を適用して交通流モデルを構築する際，定常的もしくは

非定常的な状態における動的な理論解析を行うことは非常に困難であるため，実

際には計算機シミュレーションが用いられることが多い.交通流シミュレーション

は，宛直流に関するモデルを用いて時間変化などに対する交通流状態の再現を行う

ものであり，追従走行をベースとして微小時間間隔ごとに各車の位置を更新するピ

リオデ、イツクスキャニング (periodic sc叩ning) 方式や，個々の車両の速度や加速

度を変更するといったような事象の生起を追跡するイベントスキャニング (event

scanning) 方式によるシミュレーシヨンが多く用いられる [69]. 本論文では，この

うちピリオデ、イツクスキャニング方式によるシミュレーションを採用する.

図 2.4に，本論文で用いる車両トラヒックの統計モデ、ルを示す.本モデルでは片

側 3 車線の道路を仮定し，路側に最も近い車線を第 1 車線，中央分離帯に最も近

い車線を第 3 車線と定義する.また，次の 3 つのパラメータを用いて交通流を特

徴付ける.まず\同一車線を走行する車両の速度 v[kmjh] を車線間で変化させる.

次に，各車線の車頭時間(図 2.4中の η[secJ)の分布に，確率密度関数が

(kjμ)k ・ 1
p(η)= 一一-ri

(k -1)1 也
(2.10) 

で与えられるアーラン分布を導入し [73]，これに基づいて車間距離を変化させる.

ただし， μ[sec] は平均車頭時間， k は位棺パラメータである.たは交通流のランダ

ム性を表す指標であり，この値を設定することにより自由流もしくは渋滞流のとき

に適した統計モデルを容易に構築することが可能となる.例えば， k を小さくする

と交通量が小さく，各車両がほぼ独立して走行している状態が表現でき， k を大き

くすると各車両の車頭間隔は一定間隔に近づき，交通量の大きい状態が表現でき

る.さらに，大型車両と普通車両の 2 車種を考え，車線毎の全車両数に占める大型

車両の割合を大型車両混入率 (LVR: Large-sized Vehicle Rate) として導入し，そ

の値は車線聞で独立に変化させるものとする.
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図 2.4 車両トラヒックの統計モデル

2.3 道路交通環境下の電波伝搬

本論文で通信遮断特性の評価検討を行う路車問通信システムでは，車両の高速

走行や周辺車両による電波遮へいに伴う無線通信伝搬路の高速な変動が発生し，こ

れが通信遮断の主たる原因として大きな影響を及ぼす.従って，本節では通信遮断

解消技術の忠実な評価検討を行うために，周辺車両における電波反射及び電波回折

を導入した多重路電波伝搬モデルの構築を行う.ただし，路車問通信時に用いる周

波数帯は DSRC の標準規格に基づいて 5.8GHz と仮定し，その波長は周辺に存在

する車両や道路の規模と比較して十分に短い値であるため，車両に到来する電波を

幾何光学的に重ね合わせる電波伝搬モデ、ルを採用する(付録A参照) .以下に，本

論文で用いる電波伝搬モデルの構築手法を詳述する.

2.3.1 直接波と路面反射波による受信信号電力

狭域の路車開通信環境では，路側アンテナから到来する電波の経路数は限られ

ているため，周辺車両等が比較的少ない環境では， RBSからの直接波 (direct path) 

及び路面反射波 (ground-reflection path) の 2 波が受信点ヘ到来する 2 波電波伝搬

モデル (2-ray radio propagation model) が適用される [77] ， [7司.図 2.5に，直接波



2.3 道路交通環境下の電波伝搬 19 

direL't pllth --¥ 

図 2.5 2 波電波伝搬モデル

と路面反射波の 2 波を仮定した電波伝搬モデルを示す.また図 2.6に，直接波と路

面反射波の電波伝搬特性解析のためのモデル図を示す.ただし . rd 及び η はそれ

ぞれ直接波及び路面反射波の光学的距離である.

路側アンテナ及び車載アンテナとして無指向性アンテナを仮定し，路面反射時

の電力減衰を無視した場合，直接波及び路面反射波による受信電界強度をそれぞれ

匂. el とすると，電界強度は光学的距離に逆比例することから

という関係が成り立つ.

rd 
el = -ed 

rl 
(2.11) 

この式に，路側アンテナ及び車載アンテナの指向性利得及び路面反射係数 Rl を

導入すると，直接波及び路面反射波による受信電界強度 Ed' El はそれぞれ

Ed = Dゆ)D2(白)匂 (2.12)

rd 
El = RgDl(β)D2(β)el = _~ RlDl(β)D2(β)匂 (2.13)

rl 

で与えられる.ただし . Dl(白)及び D2(白)はそれぞれ路側アンテナにおける直接波

出射方向(図 2.6の角度 α の方向)及び車載アンテナにおける直接波入射方向の指

向性利得，また. Dl(β) 及び D2(β) はそれぞれ路側アンテナにおける路面反射波出
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RBS 

OBU 

図 2.6 直接波と路面反射波のモデル

射方向(図 2.6の角度 F の方向)及び車載アンテナにおける路面反射波入射方向の

指向性利得である.

路面反射波は直接波に比べて光路差η -rd に相当する位相遅れが生じることを

考慮すると，直接波及び路面反射波による合成受信電界 E2ray は，

E2r叩 = Ed 十 El位P{-存(rz 一向)}
= Dム1巾刷(伊例ωa吋)D2附+ 子R品tρ:lD1ムl(ß伊Mβ

1l 、八 J

r _ rd _ _ ( 2πn 
= e匂d lD円門DムDl(糾ω白叫)Dん2仰刷(0:例白吟)+ 二R品tρlDlム1叩(伊Mβ

となる.ただし，入は波長である.ここで . E2ray と ed の比をとると

IE，ア 1
2 ロ一一 I~ =ず= ID1(0:)D2(白)十三Rρω (2.15) 

を得る.ただし，九四百及びんはそれぞれ 2 波電波伝搬モデルを用いた場合の総合

受信電力，及び送受信アンテナの素子として無指向性アンテナを用いたときの直接

波のみによる受信電力である.このとき乃は，送信電力J{.路側アンテナの利得

Gt>車載アンテナの利得 Gro 及び波長入を用いて

九 = PtGtGr (品r
と表せる [79J ので，式 (2.15) 及び式 (2.16) より

乃恥r叫仰 = 九問Gtιペι (式)山21Vhい|いh怜Dムh恥l(恥ω(0:

(2.16) 
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一 乃GtG仏γ1 -:1.ムAと斗)21Dd 十J2hR1ρ山D
\吐刊 rd/ I rl -l 八 )1 

= PtGtGr IDd (式)十品Dl (利低P{-中η _rd)}/2 (2.17) 

を得る.ただし ， Dd = D1(白)D2(白)， Dl = D1(β)D2(β) とした.式 (2.17) より，直接

波と路面反射波の光路差によって電波干渉が発生し，受信電力が大きく変動するこ

とが分かる.

2ふ2 車両反射波と回折波を考慮した電波伝搬モデル

本論文で用いる車両トラヒックの統計モデ、ルは，実交通流を想定したものであ

るため，周辺車両の位置関係は時々刻々と変化する.このような環境における道路

上での電波伝搬環境は， RBS からの直接波及び路面反射波に加え，周辺車両から

の反射波，回折波を含めた多重路伝搬を考慮する必要がある [80J~[84J. 本項では，

前項で述べた 2 波電波伝搬モデルに周辺車両における電波反射及び電波回折を導入

した電波伝搬モデルを構築する.

図 2.7に，直接波，路面反射波，車両反射波(vehicle-児島ction path) ，及び回

折波 (diffraction wave) を仮定した電波伝搬モデルを示す.ただし，車両反射波と

は，受信点に到来する電波のうち隣接車線を走行する車両の側面において反射され

た電波とする.

前項で述べた 2 波電波伝搬モデルに車両反射波を導入するには，式 (2.17) に車

両反射波による受信電界をベクトル的に加えればよい.すなわち，直接波，路面反

射波，及び車両反射波による総合受信電力乃+1 は次式で与えられる.

I~ (入、よ、/入、( .2π) 12 

f五+1 = 乃GtGr IDd 1 ~ I +ヲ-=RliDli I ~ I exp ~-j一(rli -rd) ~I (2.18) 十 I~a \4πrd) 白色川知rli) ~...t' l 入 )1 

ここで ， Dli は路面及び車両反射波に対する指向性利得， rl i は路面及び車両反射波

の光学的距離， Rli は路面及び車両反射係数である.また， p の値は車両に到来す

る路面反射波及び車両反射波の数の和である.ただし，路側アンテナと車載アンテ

ナの位置関係によって車両反射波の数は変化するが，本モデルでは発生し得る全て

の車両反射波を考慮する.また，複数の車両を経由する多重反射波の発生頻度は非

常に低いため，ここでは無視できるものとした.
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ふ山叩叫 vehide-re..βection path 

図 2.7 周辺車両における電波反射及び電波回折を考慮した電波伝搬モデル

路車問通信システムでは，周辺車両の位置関係の頻繁な変化に伴って，直接波

や路面反射波が他の車両，特に大型車両によって遮られる場合が頻繁に発生する.

しかしながら，大型車両の車体稜線を経由する回折波が通信を継続するために有効

な電力を有していれば，通信を維持することが可能である.このことは理論的 [85].

実験的 [50] にも示されているため，本モデルでは直接波と反射波に加えて大型車

両の車体稜線における電波回折を導入する.ここで，大型車両の車体稜線における

回折損はナイフエッジ回折理論により近似できることが実験的に確認されており

[86]. 簡便な解析が可能であることから，本モデ、lレではナイフエッジ回折理論を適

用する.図 2.8(a) に. 3 次元の幾何光学近似を用いた場合の大型車両の車体稜線に

おける電波回折モデルを示す [87]. 多重回折波が有する電力は非常に小さいため，

これを無視できるものとする場合，回折波により得られる電力乃:iff は

f弘ff = 九九tt [dBm] (2.19) 

で与えられる.ただし，九は直接波の存在を仮定した場合の仮想電力であり，九tt

は次式で与えられるナイフエッジ回折損である.

r!(1内内 11
Patt = -101og10 I ~~十 C~(ν) -C(ν) 十 S~(ν) -S(ν) ~ I [dB] (2.20) o l2L2 I ¥../ ~V) ¥../ ~V) T J,..I ~V) -- J,..I ~V ) I I 
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(a) 大型車両の車体稜線における電波回折モデル
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(b) ナイフエッジ回折損

図 2.8 ナイフエッジ回折モデル
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5 

ここで， C(ν) 及び S(ν) はそれぞれフレネル余弦積分及びフレネル正弦積分であ

る.また. 1/ はクリアランス係数であり，図 2.8(a) 中の db d2 • 及び余剰高 he を

用いて次式で表される.

ν = he (2.21) 

クリアランス係数 ν に対するナイフエッジ回折損 Patt の変化の様子を図 2.8(b) に

示す.同図より，直接波が遮られた状態 (ν> 0) で、あっても， ν が小さい範囲で

はナイフエッジ回折損が比較的小さいことが分かる.

回折波電力は，直接波や反射波の電力と比較して非常に小さいため， 回折波と
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直接波，回折波と反射波による干渉は無視できるものと仮定し，直接波あるいは反

射波，またその両方が存在するときは回折波を無視して，受信点における総合受信

電力 PR を

で与える.

一|花+1 [dBmJ 
.íR= 、

l Pdiff [dBmJ 

(w / direct and/or reflection path) 

(w / 0 direct and re丑ection path) 

2.4 路車開通信システムモデル

(2.22) 

図 2.9に，上述の交通流モデル及び直接波，反射波，回折波を考慮した電波伝搬

モデルを示す.路車問通信を行う車両を対象車両 (target vehicle) と呼び，路側ア

ンテナと対象車両の車載アンテナの見通し線を遮る位置に存在する車両を遮へい車

両 (0bstrllction vehicle) と呼ぶ.本モデルでは， RBS は路側または中央分離帯に

等間隔に配置されており，隣接する RBS で区切られた各々の区聞を. 1 つの RBS

がカバーする通信ゾーン (commllnication zone) と定義する.また，路側アンテナ

は最大放射方向が通信ゾーンの中心すなわち第 2 車線における通信ゾーンの中点に

位置する方向となるように，方位角。及び傾斜角ゆを次のように設定する.

-1 (ws + 3/2 xω1 
111  11radl 
¥ L/2 J '> l.. \~I '" / (2.23) 

=t加 1 I 二午 I [rad] 
¥ L/2 J 

ただし， ωs' ω1. んはそれぞれ路側または中央分離帯幅，車線幅，路側アンテナ高

であり.L は隣接する RBS 間の距離である.また，車載アンテナは各車両のダッ

シュボード上に設置されるものとする.

2.5 通信遮断の定義

本論文では，対象車両における受信CNRが所要誤り率 (BER: Bit Error Rate) 

を達成するための所要値を下回るとき，これを通信遮断と定義し，通信遮断の発生

頻度を表す通信遮断率 (LBR : Link-Blocking Rate) PL を次のように定義する.

/通信ゾーン通過時の通信遮断継続時間の総和\
PL = ¥ 通信ゾーン通過時間 ) (2.24) 

ただし.(-)は全車両の集合平均である.
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図 2.9 路車間通信システムモデル

2.6 結言

本章では，交通流現象を大きく特徴付ける指標を導入した交通流モデル，及び

周辺車両における電波反射及び電波回折を導入した多重路電波伝搬モデルの構築を

行い，通信遮断解消技術の評価検討を行うために必要となる路車間通信システムの

モデ、ル化を行った.また，通信遮断の定義を示すとともに，その評価指標として 3

章以降で用いる通信遮断率に関して説明を加えた.
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第 3 章 適応変調を用いた通信遮断解消技術

3.1 序言

本章では，適応変調の路車問通信システムへの適用による通信遮断解消効果を

明らかにする.路側アンテナと車載アンテナを結ぶ見通し線が大型車両によって遮

へいされると，通信中の車両における受信信号電力は著しく低下するが，大型車両

の車体稜線を経て到来する回折波が無織直信を維持する上で有効な電力を有してい

れば，適応変調を用いて受信信号電力に応じた多値数の小さい変調フォーマットに

切り換えることで，固定的な変調方式を用いた場合に発生する通信遮断を解消でき

る.本章では，第 2 章で構築した路車問通信システムモデルを適用した計算機シ

ミュレーションを用いて，通信遮断継続時間ならびに実効伝送速度の改善効果を定

量的に評価し，適応変調を用いることの有効性を示す.

3.2 適応変調を用いた通信遮断解消技術

実際の交通流では，各車両の位置関係は時々刻々と変化し，これに応じて電波

伝搬環境も激しく変動する.図 3.1に，通信ゾーン内の第 2 車線を走行する対象車

両すなわち路車問通信を行う車両における受信信号電力の変動例を示す.同図よ

り，この対象車両に対して 4種類の特徴的な電波伝搬環境が存在していることが分

かる.これらの環境を，対象車両が受ける順に領域A，領域 B，領域 C，及び領域

D とし，各領域での周辺車両の位置関係を図 3.2に示す.これらの各領域における

電波伝搬環境の特徴を以下に述べる.

ー領域A

直接波及び路面反射波は第 1 車線を走行する車両(遮へい車両)によって遮

られる.また，第 3 車線には対象車両のすぐそばを走行している車両が存在

しているが，幾何学的な位置関係により，第 3 車線の車両における反射波は

対象車両には到達しない.従って，第 2 車線を走行する車両は回折波による

電力のみが得られる.このときの受信信号電力は， -65dBm を下回る小さな

値となっている.
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図 3.1 ある車両における受信信号電力の変動例

(a) 領域 A (b) 領域 B

(c) 領域 C (d) 領域 D

図 3.2 ある車両における無線通信環境の時間変化
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ー領域 B

直接波及び路面反射波は，第 1 車線を走行する車両(遮へい車両)によって

遮られたままであるが，第 3 車線を走行する車両は第 2 車線を走行する対象

車両の速度よりも速く， 2 台の車両閣の距離は大きくなる.その結果，幾何

学的位置関係が変化し，対象車両は第 3 車線を走行する車両で反射した反射

波(車両反射波)を受信できるようになる.反射する車両の車体が金属であ

るため，その受信信号電力は直接波と同程度の大きな値となっている.

ー領域 C

対象車両と第 1 車線を走行する車両(遮へい車両)との位置関係が変化し，

直接波と路面反射波が到達する.また，第 3 車線を走行する車両における反

射波も受け続け，直接波，路面反射波，車両反射波間で干渉を起こすため受

信信号電力が激しく変動し，最大で 20dB 程度の落ち込みが発生している.

ー領域 D

第 3 車線を走行する車両における反射波が，幾何学的位置関係により再び対

象車両に到達しなくなり，直接波及び路面反射波のみを受信する.このとき，

受信信号電力の変動幅は 10dB 程度である.また，対象車両は RBS 直下に近

づくため平均受信信号電力が減少し始めている.

狭域の通信ゾーン内において出来るだけ多くの情報を送受信するためには，路車

間通信システムにおける伝送容量と周波数利用効率の向上が必要とされる.これを実

現する手法の 1 つに，情報信号の変調方式として直交振幅変調(QAM : Quadrature 

Amplitude Modulation) 方式を用いる方法がある. QAM は，搬送波の振幅と位相

を同時に変化させる変調方式で， 2 次元信号空間に M値の信号点を割り当てるた

め，他の変調方式と比較して周波数利用効率が優れている.また，単一搬送波で多

くのピット信号が送信可能であるため，伝送容量を増加させることができる [88].

ガウス雑音下でのグレイ符号割り当ての QAM 方式の適用を仮定した場合，そ

の平均 BER は

店
1

一
伊

(3.1) 
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図 3.3 直交振幅変調方式の BER

で与えられる(付録B参照) .ただし， γ は平均CNR， M は変調多値数である.こ

れより， QPSK (M=4) , 16QAM (1\11=16) , 64QAM (1\11=64) の BERを図示す

ると図 3.3のようになる.同図より，ある BERを得るための CNR は，変調多値数

Mが増加するに従って大きくなることが分かる.これは，送信電力一定のもとで

比較した場合，変調多値数を大きくするほど最小信号点間距離が小さくなり，誤り

が発生しやすくなることに起因する.

電波伝搬環境が著しく変動する状況において路車開通信を実施する際に，変調

多値数の大きな QAM を用いる場合，大型車両が引き起こすシャドウイングなど

による受信信号電力の低下に起因する通信遮断が発生しやすくなるという欠点が

ある.一方，通信遮断の発生を最小限に抑えるために，変調多値数の小さな QAM

を用いる場合，伝送容量が小さいために実効伝送速度が向上しないという欠点が

ある.これらの問題点を改善するために，本論文では受信信号電力に応じて変調多

値数を変化させる適応変調方式を路車開通信システムに適用する.すなわち，受信

CNR が高いときには多値数の大きい変調方式，通信遮断などにより受信 CNR が

低くなるときには多値数の小さい変調方式を用いることで，通信遮断の発生率を出

来る限り低く抑えつつ実効伝送速度の向上を図ることを目的としている [60l~[64l ・

図 3

信ゾ一ン内でのある対象車両における受信信号電力の変動例であり仇，同図(伊b) は各

多値変調方式及び適応変調方式を用いた場合の正規化受信信号量の累積値である.
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ただし，正規化受信信号量とは，通信ゾーン内において QPSK を用いて得られた

受信信号量の総和を l として正規化した値である.また，適応変調方式を用いる場

合の変調多値数の切り換えの際に発生する制御遅延は考慮していない.
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図 3.4 適応変調方式の適用効果

同図より，対象車両の位置が 10m から 40m の区間は回折波による弱い受信信

号電力が得られているが，このうち 10m から 20m の区間では受信信号電力が特

に弱く，いずれの変調方式を用いても所要 CNRを下回ってしまうため受信信号量

は増加しない.一方，車両位置が 20m を超えると QPSK を用いた場合のみ信号

の受信が可能となる.また， 16QAM 及び 64QAM を用いた場合では，回折波によ
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る弱い受信信号電力のみが得られる 10m から 40m の区間では非通信状態となる.

しかしながら，対象車両の位置が 40m を超えると受信信号電力が大きくなるため，

16QAM と 64QAM を用いた場合ともに信号の受信が可能となるが， 16QAM を用

いた場合は QPSK を用いた場合よりも受信データ量の総和は少なくなっている.

これに対し， QPSK, 16QAM, 64QAM を受信信号電力に応じて適応的に切り

替える適応変調方式を用いた場合，車両位置が 20m から 40m の区間では受信 CNR

が低くても通信可能な QPSK， 40m から 50m の区間では受信 CNRが高いため高

速通信が可能な 64QAM を用いることで，効率よく信号が受信できることが分か

る.次節以降では，以上の効果を計算機シミュレーションにより定量的に評価する.

3.3 シミュレーション

3.3.1 シミュレーション条件

表 3.1に，本節で用いる計算機シミュレーションの条件を示す.本シミュレー

ションでは， DSRC の標準規格に基づいて，路車問通信で使用する周波数帯の中

心周波数として 5.8GHz を用いたダウンリンク通信を想定する.路側アンテナ(送

信アンテナ)は方形開口アンテナとし，車載アンテナ(受信アンテナ)には無指向

性アンテナを用いる.送信側では変調方式を適応的に切り替えられるものとし，受

信 CNR に応じて QPSK， 16QAM, 64QAM の 3 種類を用いるものとする.また，

車載アンテナは各々のダッシュボード上に設置されるものと仮定する. DSRC の標

準規格では誤り訂正符号として BCH(63，51) 符号の使用が規定されており，これを

適用することで通信遮断率を等価的に低減することが可能であるが，本シミュレー

ションでは変調多値数を適応的に切り換えることによる通信遮断解消効果に着目し

ているため，誤り訂正符号の適用は考慮していない.

次に，実交通環境に基づいた自由流及び渋滞流に関する交通流パラメータを表

3.2に示す [89J. ただし，各車線内の車両速度は等しいものと仮定した.自由流で

は，路側に近い第 1 車線ほど混雑する傾向があるものとし，車両速度を小さく，ま

たアーラン分布の位相パラメータ及び大型車両混入率を大きく設定した.また，渋

滞流では，各車線の交通流状態はほぼ同じ傾向を示すものとし，車線毎の車両速

度，アーラン分布の位相パラメータ，及び、大型車両混入率の差を小さく設定した.
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表 3.1 シミュレーション条件

RBS 

('fransmitter) 

OBU 

(Receiver) 

Lane width， ωI 

τransmitted frequency, f 

VTransmitted power, Pt 

Antenna configuration 

Antenna gain, Gt 

Antenna height, hb 

Deployment interval, L 

Antenna con五guration

Antenna gain, Gr 

Bandwidth, B 

Noise figure, F 

Required BER 

I QPSK 
Rβquired CNR 卜ー?一一

( 時竺Required power) 卜.で
I 64QAM 

Roadside width, Ws 

Road refiection coe田cient

Vehicle refiection coe田cient

vehicle length 

Vehicle width 

Vehicle height 

Vehicle dashboard height 

5.8 GHz 

1OdBm 

Rectangul町 aperture

1o dBi 

5m or 10m 

50m or 100m 

Omni-dipole 

5 dBi 

5 MHz 

10 dB 

10-5 

12.6 dB (-84.2 dBm) 

19.5 dB (-77.3 dBm) 

25.6 dB (ー 71. 2 dBm) 

4.0 m 

2.0 m 

0.8 

0.9 

(Std) 4.5 m, (Lrg) 10.0 m 

(Std) 2.5 m , (Lrg) 2.5 m 

(Std) 1.5 m, (Lrg) 4.0 m 

(Std) 1.0 m, (Lrg) 2.5 m 

Std: Standard-sized vehicle, Lrg : Large-sized vehicle 

33 
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表 3.2 交通流に関するパラメータ

Lane L_~~~_1 I Lane 2 I Lane 3 

Mean vehicle speed 80 km/h 90 km/h 100 km/h 

Free Mean time headway 4.0 sec 3.0 sec 2.0 sec 

flow Phase (Congestion factor) 4 3 2 

Large-sized vehicle rate (LVR) 0.7 0.5 0.3 

Mean vehicle speed 10 km/h 15 km/h 20 km/h 

Congested Mean time headway 5.0 sec 5.0 sec 5.0 sec 

fl.ow Phase (Congestion factor) 6 6 6 

Larg令sized vehicle rate (LVR) 0.5 0.4 0.3 

3.3.2 通信遮断率

3ふ2.1 自由流における通信遮断率特性

本項では，自由流における所要 CNR と通信遮断率の関係を計算機シミュレー

ションにより示す.図 3.5及び図 3.6に，普通車両を対象車両としたときの所要CNR

に対する通信遮断率を示す.ただし，図中の“w/ v-ref. & diff."は直接波，路面反

射波，車両反射波，及び回折波の到来を仮定した場合であり，その比較対象として

“2-ray"すなわち直接波及び、路面反射波の到来のみを仮定した場合，及び“w/ v-ref." 

すなわち直接波，路面反射波，及び車両反射波の到来を仮定した場合を同図に示し

ている.

3.3.2.1.1 路側アンテナ高及び通信ゾーンに対する通信遮断率特性

図 3.5及び図 3.6各々の (a) と (b) を比較することにより，車線によらず，いずれ

の場合においても通信ゾーンの拡大に伴って通信遮断率が悪化することが分かる.

これは，対象車両が路側アンテナから遠い位置に存在するほど，路側アンテナと対

象車両の聞に存在する車両数が増加し，それらが遮へい車両となり路側アンテナと

の見通し線を遮る可能性が増加するためである.また，図 3.5と図 3.6を比較する
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1 

RBS 1011. J lon.2 lane J lan..'I RBS lan.! lane 2 lalli!.'l 

(a) パターン A (b) パターン B (c) パターン C

図 3.7 見通し線の存在限界

ことにより，第 2 車線及び第 3 車線においては，路側アンテナ高を高くすることで

通信遮断率の低減が得られることが分かる.これは，路側アンテナ高を高くするこ

とで，対象車両から路側アンテナを見通すことができる可能性が高くなるからであ

る.特に，図 3.7に示したように，路側アンテナ高を 10m にすることによって第 1

車線の大型車両による通信遮断が全く発生しなくなるため，第 2 車線及び第 3車線

では通信遮断率の大幅な低減が得られている.

しかしながら，第 1 車線における通信遮断率は，路側アンテナ高を高くしても

ほとんど低減されないか，むしろ悪化している場合があることが分かる.これは，

路側アンテナ高を高くすることによって見通し線がより高確率で確保されるもの

の，第 1 車線は路側アンテナと対象車両との距離が他の 2 車線と比較して短く，路

側アンテナ高を高くすることによる伝搬減衰の増加が通信遮断率の変化に影響を与

えているからであると考えられる.

3.3.2.1.2 車両反射波及び回折波に対する通信遮断率特性

車両反射波は，路側アンテナと対象車両の幾何学的位置関係によりその反射点

が一意に決まる.従って，その反射点の位置に車両が存在するか否かが通信遮断の

特性に大きな影響を及ぼす.また，回折波の電力は 2.3節で述べたように余剰高に

比例したクリアランス係数に従って減衰するため，この余剰高の大きさが通信遮断

の特性に大きな影響を及ぼす.

まず，図 3.5及び図 3.6各々の 442-ray" と“wj v-ref."を比較することにより車両

反射波に対する効果をみてみると，通信遮断率の顕著な変化はいずれの車線におい



38 第 3章適応変調を用いた通信遮断解消開府

ても見られないことが分かる.特に，第 3 車線においては，到来する車両反射波が

存在しないので，直接波及び路面反射波の到来のみを仮定した場合と全く同じ特性

を示している.また，第 2 車線における車両は，第 3 車線を走行する車両からの

車両反射波を受信できる可能性があるが，第 3 車線の平均車頭距離は非常に大き

し路側アンテナと対象車両の幾何学的位置関係により一意に決まる反射点に車両

がちょうど存在する確率は極めて低いため，車両反射波による効果がほとんど現れ

ないものと考えられる.

一方，第 1 車線においては路側アンテナ高が 5m の場合に僅かながら車両反射

波による効果が見られる場合がある.これは，異なる経路を通った車両反射波すな

わち第 2 車線及び第 3 車線から到来したものを同時に受信できる可能性が高くな

るからである.しかしながら，路側アンテナ高が 10m になると，図 3.8に示したよ

うな路側アンテナと対象車両の幾何学的位置関係により，車両反射波がほとんど到

来しなくなるので，車両反射波による効果は全く現れない.また，図 3.5(a) の場合

のみ，車両反射波の存在を仮定した場合の通信遮断率は，これを仮定しない場合よ

り悪くなっており，直接波や路面反射波との干渉により必ずしも通信遮断率が低減

されるわけではないということを示している.

次に，図 3.5及び図 3.6各々の“w/ v-ref." と“w/ v-ref. & diff."を比較すること

により回折波に対する効果をみてみると，第 2 車線及び第 3車線における通信遮断

率が回折波により大きく低減されていることが分かる.また，路側アンテナ高を高

くすれば，路側アンテナと対象車両との距離が大きくなり伝搬減衰が僅かに増加す

る一方で，クリアランス係数の値は小さくなり回折波の電力が非常に大きくなるの

で，回折波による低減効果がより大きく現れる.特に，路側アンテナ高を 10m に

した場合の第 2 車線における通信遮断率は，第 1 車線の大型車両における回折波を

考慮することにより第 1 車線よりも低い値が達成されている.

また，路側アンテナ高が 5m のとき，所要 CNRを低くするに従ってます、第 3車

線の通信遮断率が徐々に低減され，次いで第 2 車線の通信遮断率が低減される.一

方，路側アンテナ高が 10m のときは，所要 CNR を低くするに従ってまず第 2 車

線の通信遮断率が徐々に低減され，次いで第 3 車線の通信遮断率が低減されるとい

う傾向がある.この要因を考察するため，図 3.9に対象車両と遮へい車両の位置関

係に対する余剰高の変化の様子を示す.
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11 
15. 

lnne3 

(a) パターン A (b) パターン B (c) パターン C

図 3.8 車両反射波の存在限界

RBS /，必nel ~ne2 ~ne3 

(a) パターン A (b) パターン B (c) パターン C

図 3.9 車両の位置関係に対する余剰高の変化

路側アンテナ高が低いときは，第 2 車線及び第 3 車線における通信遮断は，と

もに第 1 車線の大型車両によるものが支配的となるので，図 3.9(a) 及び図 3.9(b)

のような状況が頻繁に発生していると考えられる.このとき，余剰高は図 3.9(a) の

方が小さくなり，回折波による電力が大きな値となるため，第 3車線における車両

は第 2車線における車両より大きな電力が得られやすいこととなる.一方，路側ア

ンテナ高が高いときは，第 2 車線における通信遮断は第 1 車線の大型車両によるも

の，また第 3車線における通信遮断は第 2 車線の大型車両によるものがそれぞれ支

配的となるので，図 3.9(b) 及び図 3.9(c) の状況が頻繁に発生していると考えられ

る.このとき，余剰高は図 3.9(b) の方が小さくなり，回折波による電力が大きな値

となるため，第 2車線における車両は第 3車線における車両より大きな電力が得ら

れやすいこととなる.

これに対し，第 1 車線における対象車両は，直前を走行する大型車両による通

信遮断が支配的であり余剰高が非常に大きいので，回折波による通信遮断率の低減

効果はほとんど得られない.
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3.3.2.2 渋滞流における通信遮断率特性

本項では，渋滞流における所要 CNR と通信遮断率の関係を計算機シミュレー

ションにより示す.図 3.10及び図 3.11に，普通車両を対象車両としたときの所要

CNR に対する通信遮断率を示す.ただし，図中の“wj v-ref. & di正"は直接波，路

面反射波，車両反射波，及び回折波の到来を仮定した場合であり，その比較対象と

して 642-raynすなわち直接波及び、路面反射波の到来のみを仮定した場合，及び“wj

v-ref."すなわち直接波，路面反射波，及び車両反射波の到来を仮定した場合を同図

に示している.

3ふ2.2.1 路側アンテナ高及び通信ゾーンに対する通信遮断率特性

図 3.10及び図 3.11より，渋滞流の場合の通信遮断率は自由流と比較して全体的

に悪化する傾向がある.これは，通信ゾーン内に存在する車両台数が自由流の場合

よりも多く，路側アンテナと対象車両との見通し線を遮る可能性がより高くなるか

らである.一方，自由流の場合と同様に，図 3.10及び図 3.11各々の (a) と (b) を比

較すると，車線によらず，いずれの場合においても通信ゾーンの増加に伴って通信

遮断率が悪化することが分かる.これは，対象車両が路側アンテナから遠い位置に

存在するほど，路側アンテナと対象車両の聞に存在する車両数が増加し，それらが

遮へい車両となり路側アンテナとの見通し線を遮る可能性が増加するためである.

また，図 3.10と図 3.11を比較することにより，車線によらず路側アンテナ高を

高くすることで通信遮断率の低減が得られることが分かる.これは，路側アンテナ

高を高くすることで，対象車両から路側アンテナを見通すことができる可能性が高

くなるからである.さらに，自由流の第 1 車線においては，路側アンテナ高を高く

することによる見通し線確保の確率の増加と伝搬減衰による電力減衰の相殺によ

り，通信遮断率の低減はほとんど見られなかったが，渋滞流では第 1 車線において

も低減されている.これは，渋滞流では通信ゾーン内に存在する車両台数が自由流

の場合よりも多く，路側アンテナ高を高くすることによる対象車両における見通し

線の確保の割合がより大きいからであると考えられる.また，自由流と同様に，路

側アンテナ高を 10m にすることによって第 1 車線の大型車両による通信遮断が全

く発生しなくなるため，通信遮断率の大きな低減が得られている.
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3.3.2.2.2 車両反射波及び回折波に対する通信遮断率特性

まず，図 3.10及び図 3.11各々の "2-ray" と“w/ v-ref."を比較することにより車

両反射波に対する効果をみてみると，第 1 車線及び第 2 車線において通信遮断率

の低減が得られていることが分かる.これは，渋滞流では第 2 車線と第 3 車線の

平均車頭距離がともに非常に短いので，路側アンテナと対象車両の幾何学的位置関

係により一意に決まる反射点に車両がちょうど存在する確率が自由流の場合よりも

十分に大きくなり，車両反射波による効果がよく現れるためであると考えられる.

また，第 1 車線の対象車両は第 2 車線及び第 3 車線からの 2 つの経路からの車両

反射波の到来が期待できるので，車両反射波による通信遮断率の低減効果は第 1 車

線において最も顕著に現れる.一方，第 3 車線においては車両反射波が存在しない

ので，直接波及び路面反射波の到来のみを仮定した場合と全く同じ特性老示す.

次に，図 3.10及び図 3.11各々の“w/ v-ref." と“w/ v-ref. & diff."を比較するこ

とにより回折波に対する効果をみてみると，第 2 車線及び第 3 車線において回折

波の効果がよく現れていることが分かる.すなわち，路側アンテナ高が低いとき

は，所要 CNR を低くするに従って第 3車線の通信遮断率がまず低減され，次いで

第 2 車線の通信遮断率が低減されている.一方，路側アンテナ高を高くすると，所

要 CNRを低くするに従って第 2 車線の通信遮断率が急激に低減され，次いで第 3

車線の通信遮断率が低減される.これらの振る舞いは自由流の場合と同じ傾向であ

り，これは図 3.9に示した対象車両と遮へい車両の位置関係に対する余剰高の変化

に起因する.

これに対し，第 1 車線を走行する普通車両は，直前を走行する大型車両による

通信遮断が支配的であり，自由流よりも平均車頭距離が短いため，余剰高がより大

きな値となる.よって，第 1 車線における対象車両の通信遮断率は所要 CNR を低

くしてもほとんど低減されない.
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3ふ3 通信遮断継続時間

3.3.3.1 自由流における通信遮断継続時間特性

本項では，計算機シミュレーションによる自由流における通信遮断継続時間の

統計的性質に関して検討を加える.図 3.12及び図 3.13に，普通車両を対象車両と

したときの通信遮断継続時間の累積確率分布を示す.

各図より，路側アンテナ高や車種に関係なく，所要 CNR を低くすることで比

較的短時間の通信遮断を解消できることが分かる.しかしながら，長時間の通信遮

断は所要 CNRを変化させてもほとんど変わらない.この理由として，長時間の通

信遮断は路側アンテナから離れた領域で発生しやすく，元々弱い電力しか有してい

ない回折波が伝搬減表によりさらに弱められるため，所要 CNRを低くしても通信

遮断は回避できない傾向があるからであると考えられる.

次に，各図の (a) と (b) を比較すると，路側アンテナが高い場合，通信ゾーン

を 100m から 50m とすることで，第 1 車線を走行する全車両の 99%以上の通信遮

断継続時聞が O.2sec 以内に抑えられていることが分かる.一方，所要 CNRが高い

ほど，通信ゾーンの拡大に伴って長時間の通信遮断の発生頻度が高くなっているこ

とが同図より分かる.

また，各図において車線聞の差異を比較すると，路側アンテナ高が低い場合は，

第 3車線の通信遮断継続時聞が他の 2 車線と比べて最も悪くなっていることが分か

る.これは，第 2 車線を走行する車両は第 1 車線の大型車両によって通信遮断が引

き起こされるのに対し，第 3 車線を走行する車両は第 1 車線と第 2 車線の大型車

両によって通信遮断が引き起こされ，その確率が高くなるためである.一方，路側

アンテナ高が高くなると，第 2 車線を走行する車両は幾何学的位置関係により第 1

車線の大型車両からの通信遮断を全く受けなくなり，自車線を走行する大型車両か

らの通信遮断のみを受けるため，第 2 車線の通信遮断継続時間特性は第 1 車線のも

のとほぼ同様になると考えられる.

3.3.3.2 渋滞流における通信遮断継続時間特性

本項では，計算機シミュレーションによる渋滞流における通信遮断継続時間の

統計的性質について検討する.図 3.14及び図 3.15に，普通車両を対象車両とした
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ときの通信遮断継続時閣の累積確率分布を示す.

各図より，所要 CNR を低くすることで比較的短時間の通信遮断を解消できる

ものの，自由流の場合と同様の理由により，長時間の通信遮断は所要 CNRを変化

させてもほとんど変わらず， 5.0sec 以上にもなる長時間の通信遮断が依然として発

生していることが分かる.

次に，各図の (a) と (b) を比較すると，路側アンテナが高い場合，通信ゾーン

を 100m から 50m とすることにより，第 1 車線を走行する全車両の 98%以上の通

信遮断継続時聞が1.0sec 以内に抑えられていることが分かる.一方，自由流と同

じく，所要 CNRを高くした場合は，通信ゾーンの拡大に伴って長時間の通信遮断

がより多く発生していることが同図より分かる.また，路側アンテナ高を高くする

ことによる通信遮断継続時間の解消効果は自由流ほどは得られないことが分かる.

これは，渋滞流では周辺車両の位置関係が短時間ではあまり変化せず，長時間の通

信遮断を引き起こしやすい傾向があるからであると考えられる.

3ふ4 実効伝送速度

3.3.4.1 自由流における実効伝送速度特性

本項では，自由流における実効伝送速度の改善効果を計算機シミュレーション

により検討する.図 3.16及び図 3.17に，普通車両を対象車両としたときの各多値

変調方式及び適応変調方式に対する，ダウンリンクの実効伝送速度の累積確率分

布を示す. DSRC の標準規格では，変調方式として QPSK を用いた場合の信号伝

送速度は 4Mbps として規定されている [7]. よって，本節では QPSK を用いた無

線通信をベースとし，受信信号電力が大きい場合に変調多値数の高い 16QAM と

64QAM を適応的に切り替え，通信容量を増加させることによる実効伝送速度の改

善効果について考察する.ただし，適応変調方式を用いる場合の変調多値数の切り

替えの際に発生する制御遅延は考慮していない.

3.3.4.1.1 路側アンテナ高及び通信ゾーンに対する実効伝送速度特性

各図において，横軸に対するグラフの傾きが急峻な部分ほど，実効伝送速度の

分布が集中していることとなるが，自由流においては各変調方式の最大実効伝送速
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度 (QPSK: 4Mbps, 16QAM: 8Mbps, 64QAM: 12Mbps) に近ゴくに従ってグ、ラ

フの傾きが大きくなっている乙とが分かる.これは，自由流では通信遮断率及び通

信遮断継続時聞が共に小さく，最大実効伝送速度に近い値が得られやすいからであ

り，その特性は路側アンテナ高を高くすることでより顕著に現れることが分かる.

しかしながら，変調多値数を大きくすると小さな受信信号電力は許容されず，長時

間の通信遮断が発生しやすくなるため，多値数が大きいほど最大信号伝送速度に近

い実効伝送速度が得られにくくなる.

また，各車線聞の実効伝送速度分布の差異をみてみると，多値数が大きく所要

CNR の高い 64QAM を用いた場合は，直接波が見通せるか否かが実効伝送速度の

特性に大きく影響するため，路側アンテナから遠い第 3車線ほど実効伝送速度が低

下していることが分かる.一方，多値数の小さい 16QAMや QPSKを用いると，回

折波による小さな受信信号電力を許容できる可能'性が大きくなるので，各車線聞の

特性の差異は軽減される.これらの固定変調方式に対し，適応変調方式は 64QAM

の伝送速度の高速性を保ちつつ通信遮断発生時に変調多値数を小さくして回折波に

よる電力を利用することができるため， 64QAM のみを用いた場合よりも実効伝送

速度を向上でき，かつ各車線閣の特性の差異を軽減することが可能となる.

次に，図 3.16の (a) と (b) を比較すると，路側アンテナ高が 5m の場合に通信

ゾーンを 50m から 100m に拡大することで，いずれの変調方式を用いても実効伝

送速度が低下することが分かる.また，通信ゾーンを拡大することによる実効伝送

速度の低下は，変調多値数が大きいほど顕著に現れる.これらは，路側アンテナか

ら遠く離れた車両ほど路側アンテナの見通し線が遮へいされる可能性が高く，通信

遮断継続時間が長くなる傾向があるからである.

一方，適応変調方式を用いた場合，通信ゾーンを拡大することによる実効伝送

速度の低下はみられるものの， 64QAM で許容されない CNR を変調多値数を下げ

ることで許容することにより， 64QAM のみを用いた場合と比較して低実効伝送速

度の割合が大幅に低減されることが分かる.さらに，この効果は通信ゾーンを拡大

するとより大きくなり，実効伝送速度の最大値に注目すると，適応変調方式を用い

ると 64QAM のときと比較して最大1.17 倍となることが分かる.これは，路側ア

ンテナから遠く離れた車両は直接?肋t遮へいされ回折波のみが到来する場合が頻繁

に発生するので，適応変調方式の効果がより顕著に現れているためである.
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また，図 3.17の (a) と (b) を比較すると，路側アンテナ高が 10m の場合に通信

ゾーンを 50m から 100m に拡大することで. 64QAM を用いた場合の実効伝送速

度が顕著に低下していることが分かる.これは，先に述べたように路側アンテナか

ら遠く離れた車両ほど直接波を見通せない可能性が高くなるからである.しかしな

がら，適応変調方式を用いた場合，回折波による小さな受信信号電力を QPSK や

16QAM を用いて受信することが可能であるため，通信ゾーンを拡大しても実効伝

送速度の大きな低下は見られない.

次に，車線毎の実効伝送速度の特性を比較すると，図 3.16における第 2 車線の

実効伝送速度が他の 2 車線と比較して特に低下していることが分かる.これは，路

側アンテナ高が低い場合は，第 2 車線の普通車両は大型車両混入率の大きい第 1 車

線の大型車両が引き起こす通信遮断に大きく支配され，非常に長時間の通信遮断が

発生しやすいからである.また，長時間の通信遮断時は回折波による受信信号電力

が非常に小さいため，適応変調を用いても実効伝送速度の大きな改善効果は得られ

ない.一方，図 3.17より，路側アンテナ高を高くすると，第 2 車線の普通車両は第

1 車線の大型車両からの通信遮断を受けにくくなることに加え，回折波による受信

信号電力も大きくなるため，第 2車線の実効伝送速度は路側アンテナ高が低いとき

に比べて大きく向上できることが分かる.

3.3.4.1.2 平均実効伝送速度の改善効果

適応変調方式を用いることによる平均実効伝送速度の改善効果に関する検討を

加えるため. 64QAM 及び適応変調方式を用いた場合の普通車両の平均実効伝送速

度を表 3.3に示す.同表より，適応変調方式を用いた場合の 64QAM に対する平均

実効伝送速度の改善効果は，路側アンテナ高によらず大きく得られることが分か

る.また，車線毎に比較すると，適応変調方式を用いた場合の平均実効伝送速度の

改善効果は第 1 車線ほど小さく第 3 車線ほど大きいことが分かる.さらに，通信

ゾーンを拡大することで平均実効伝送速度はより大きく向上でき，例えば，路側ア

ンテナ高が 5m の場合の普通車両においては，通信ゾーンが 50m のときに適応変

調方式を用いることで，第 1 車線で1.05 倍，第 3 車線で1.19 倍となったものが，

通信ゾーンを 100m とすれば適応変調方式を用いることで，第 1 車線で1.15 倍，第

3 車線で1.30 倍にまで向上できる.
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表 3.3 平均実効伝送速度(Free 畳ow)

(a) L=50m 

RBS height 5m 10m 

I Modulation n帥od 64QAM adaptive 64QAM adaptive 

Lane 1 10.76 11.30 10.28 11.10 

Lane 2 8.47 9.24 8.84 10.08 

Lane 3 7.94 9.49 7.67 9.17 

[Mbps] 

(b) L=100m 

RBS height 5m 10m 

1 M吋ulation metho 64QAM adaptive 64QAM adaptive 

Lane 1 8.44 9.74 8.68 10.12 

Lane 2 6.19 7.31 8.62 10.26 

Lane 3 6.36 8.26 7.66 9.38 

[Mbps] 

3.3.4.2 渋滞流における実効伝送速度特性

本項では，渋滞流における実効伝送速度の改善効果を計算機シミュレーション

により検討する.図 3.18及び図 3.19に，普通車両を対象車両としたときの各多値

変調方式及び適応変調方式に対する，ダウンリンクの実効伝送速度の累積確率分布

を示す.本項でも QPSK 老用いた無線通信をベースとし， 16QAM と 64QAM を適

応的に切り替えて通信容量を増加させることによる実効伝送速度の改善効果につい

て考察する.ただし，適応変調方式を用いる場合の変調多値数の切り替えの際に発

生する制御遅延は考慮していない.
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3.3.4.2.1 路側アンテナ高及び通信ゾーンに対する実効伝送速度特性

図 3.18と図 3.19より，渋滞流の場合では，低実効伝送速度の割合が非常に大き

いことが自由流の場合と大きく異なる特性として挙げられる.これは， 3.3.3項で述

べたように，渋滞流では車線聞の速度差が小さくかっ車両速度が遅く，非常に長時

間の通信遮断が発生しやすい傾向があり，実効伝送速度が向上しにくいためである

と考えられる.乙の影響は路側アンテナ高が低い場合すなわち通信遮断率が大きい

ときに特に顕著に見られることが分かる.

また，図 3.18と図 3.19を比較することにより，路側アンテナ高の変化に対する

実効伝送速度の特性に関して考察すると，路側アンテナ高が 5m のときは実効伝送

速度の値が OMbps から各変調方式の最大実効伝送速度 (QPSK: 4Mbps, 16QAM: 

8Mbps, 64QAM: 12Mbps) の値までほぼ一様に分布していることが分かる.これ

は，路側アンテナ高が低いときは，普通車両は周辺を走行する大型車両による通信

遮断が支配的となり，実効伝送速度が向上しにくい傾向があるからである.しかし

ながら，路側アンテナ高を 10m にすると，通信遮断率及び通信遮断継続時間は自

由流と同程度にまで低減できるため，実効伝送速度の分布も自由流の場合と同様の

傾向を示していることが分かる.

次に，車線毎の実効伝送速度の特性を比較すると，路側アンテナ高が 5m の場

合，第 2 車線及び第 3 車線の実効伝送速度が第 1 車線の値と比較して大きく低下

していることが分かる. 3.3.2項や 3.3.3項ですでに述べたように，第 1 車線は自車

線を走行する大型車両による通信遮断しか発生しないが，第 2 車線や第 3車線は隣

接車線を走行する大型車両による通信遮断が支配的であり，通信遮断継続時聞は極

めて長時間となる.これに加え，渋滞流では各車線の大型車両混入率の差が小さい

ため，第 2 車線及び第 3 車線の実効伝送速度は共に悪化する.

また，自由流の場合と同様に，各固定変調方式における車線聞の実効伝送速度

の分布の差異は多値数が大きいほど顕著に現れる.一方，適応変調方式を用いた場

合， 64QAM の伝送速度の高速性を保ちつつ通信遮断発生時に変調多値数を小さく

して回折波による電力を利用できるため， 64QAM の場合よりも実効伝送速度を向

上できるが，第 1 車線と第 2 車線，及び第 1 車線と第 3 車線の通信遮断率の差が

非常に大きいため，車線開の差異はあまり軽減されない.一方，路側アンテナ高を

10m にすると，直接波が遮へいされる可能性が低くなることに加え，第 2車線や第
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3 車線における回折波による電力も大きくなるため，車線閣の差異は軽減され，低

実効伝送速度の割合も路側アンテナ高が 5m のときと比較して小さく抑えられる.

さらに，図 3.18の (a) と (b) を比較すると，路側アンテナ高が 5m の場合に通信

ゾーンを 50m から 100m に拡大することで，いずれの変調方式を用いても実効伝

送速度が低下するととが分かる.これは，路側アンテナから遠く離れた車両ほど路

側アンテナの見通し線が遮へいされる可能性が高く，通信遮断継続時聞が長くなる

傾向があるからである.一方，適応変調方式を用いた場合，通信ゾーンを拡大する

ことにより実効伝送速度の低下はみられるものの， 64QAM で許容されない CNR

を変調多値数を小さくして許容することにより， 64QAM と比較して低実効伝送速

度の割合が大幅に低減されていることが分かる.さらに，この改善効果は通信ゾー

ンを拡大するとより大きく得られており，実効伝送速度の最大値に注目すると，適

応変調方式を用いることで 64QAM のときと比較して最大1.23 倍となっているこ

とが分かる.これは，路側アンテナから遠く離れた車両は直接波が遮へいされ回折

波のみが到来する場合が頻繁に発生するので，渋滞流の場合においても適応変調方

式の効果がよく現れるためであると考えられる.

また，図 3.19の (a) と (b) を比較すると，路側アンテナ高が 10m の場合に通信

ゾーンを 50m から 100m に拡大すると， 64QAM を用いた場合の実効伝送速度が

顕著に低下していることが分かる.この理由は，自由流の場合において述べたよう

に，路側アンテナから遠く離れた車両ほど直接波を見通せない可能性が高くなるか

らである.しかしながら，適応変調方式を用いた場合，回折波による小さな受信信

号電力を QPSK や 16QAM を用いて受信することが可能であるため，通信ゾーン

を拡大しでも実効伝送速度の大きな低下は見られないことが分かる.

3.3.4.2.2 平均実効伝送速度の改善効果

適応変調方式を用いることによる平均実効伝送速度の改善効果に関する検討を

加えるため， 64QAM及び適応変調方式を用いた場合の普通車両の平均実効伝送速

度を表 3.4に示す.同表より，自由流の場合と異なり，路側アンテナ高を高くする

ことによる平均実効伝送速度の改善効果は自由流の場合ほどには得られないことが

分かる.これは，周辺車両との距離が互いに近く，路側アンテナ高を高くすること

による回折波電力の増加の割合が自由流の場合よりも小さいためと考えられる.ま
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表 3.4 平均実効伝送速度 (Congested flow) 

(a) L=50m 

RBS height 5m 10m 

I Modulation 1叫od 64QAM adaptive 64QAM adaptive 

Lane 1 10.34 10.72 10.12 10.74 

Lane 2 7.56 8.06 10.64 11.26 

Lane 3 6.15 7.94 7.77 9.06 

[Mbps] 

(b) L=100m 

RBS height 5m 10m 

1 M仙latio山etho 64QAM adaptive 64QAM adaptive 

Lane 1 7.21 8.52 7.38 8.80 

Lane 2 5.06 6.11 8.40 9.89 

Lane 3 4.04 6.00 6.42 8.03 

[Mbps] 

た，車線毎で比較すると，適応変調方式を用いた場合の平均実効伝送速度の改善効

果は第 1 車線ほど小さく第 3 車線ほど大きいことが分かる.さらに，通信ゾーンを

拡大することで平均実効伝送速度はより大きく向上でき，例えば，路側アンテナ高

が 5m の場合の普通車両においては，通信ゾーンが 50m のときに適応変調方式を

用いることで，第 1 車線で1.04 倍，第 3 車線で1.29 倍となったものが，通信ゾー

ンを 100m とすれば第 1 車線で1.18 倍，第 3 車線で1.48 倍にまで向上できる.

3.3.5 平均受信データ量

通信ゾーン内に存在する複数の車両による時分割多重を用いたダウンリンク通

信を想定した場合，各車両当たりの実効伝送速度は 3.3.4項で考察した RBS で得ら



適応変調を用いた通信遮断解消技術

o adaptive 
x 64QAM 

maximum mean value 

8 

第 3章

o adaptive 
x 64QAM 

maximum mean value 

8 

60 

6 

4 

2 

{
z
z
a
E
-
2
2
H司副k
Z
E
E
-
3
g

aｭe
 

a・, lane 1 

6 

4 

2 

E
H
K
Z
E
]
5
3古
島

3
2

国
g
g

100 90 80 70 60 
0 

50 100 90 80 70 60 
0 

50 

RBS interval [m] RBS interval [m] 

(b) 九=10m

平均受信データ量 (Free flow) 

(a) 九=5m

図 3.20

れる実効伝送速度より減少するため，受信可能なデータ量も減少する.また， RBS 

間隔を大きくとると通信ゾーンに滞在する時間は長くなるが，通信ゾーン内に存在

する車両数も増加するため，受信可能なデータ量は必ずしも増加するとは隈らない

と考えられる.従って本項では，複数の車両による同時アクセスを想定した場合の，

車両 1 台当たりの平均通信量すなわち平均受信データ量に関する考察を加える.図

自由流と渋滞流における車両 1 台当たりの平均受信データ量を

示す.ただし，同図中の平均受信データ量は，各路側アンテナ間隔に対する通信遮

断率を考慮した値であり，次式で与えられるものとする.

3.20及び図 3.21に，

平均受信データ量 [Mbytes]
各変調方式の最大実効伝送速度×通信ゾーン滞在時間x (1 一通信遮断率)

通信ゾーン内の平均車両台数

(3.2) 

また，図 3.20中の破線は，適応変調を用いた場合に RBS から送信可能な平均デー

タ量を表しており，各 RBS 間隔に対する通信遮断率を考慮した値である.
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図 3.20より，自由流の場合はいずれの車線においても RBS 間隔が大きくなる

に従って平均受信データ量が徐々に増加するが， RBS 間隔が第 1 車線，第 2 車線，

及び第 3 車線においてそれぞれ 100m， 70m，及び 60m となる付近で各々その値が

最大となっていることが分かる.これは， RBS 間隔を大きくとることで各車両が

通信可能な区間が広くなるため通信ゾーンの滞在時聞が増加する一方で，通信ゾー

ン内に存在する車両数が多くなるために車両 1 台当たりの受信データ量が減少する

ことにより，平均受信データ量の値が相殺されるためである.また，

る車両密度は第 3車線ほど大きな値となっているため，平均受信データ量の最大値

を与える RBS 間隔も第 3 車線ほど、小さい値になる.

自由流におけ

一方，図 3.21より，渋滞流の場合の平均受信データ量は， RBS 間隔が 50m か

ら 100m の間では平均受信データ量が最大となる点は存在せず， RBS 間隔の増加に

従って単調に減少することが分かる.これは，渋滞流では自由流と比較して車両密

度が高く， RBS 間隔を大きくとることによる通信ゾーンの拡大に対し，通信ゾー
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ン内に存在する車両数の増加が支配的となるためであると考えられる.

以上より，平均受信データ量を最大化する RBS 間隔は交通流の状態に大きく依

存するため， RBS を設置する場所において発生し得る交通流の状態をあらかじめ

把握し，これに適した RBS 間隔を選択する必要があると言える.

3.4 結言

本章では，適応変調を路車問通信システムヘ適用することによる通信遮断の解

消効果について検討を行った.本手法は，路側アンテナと車載アンテナを結ぶ見通

し線が大型車両によって遮へいされた場合，この大型車両の車体稜線を経て到来す

る回折波の電力を，適応変調を用いて受信信号電力に応じた変調フォーマットの切

り換えを行うことで有効に利用し，通信を出来る限り維持する技術である.交通流

と多重路伝搬を考慮した受信信号電力に関する計算機シミュレーションを行った結

果から，路車問通信システムにおいて所要 CNRを低くすることで回折波の電力を

有効に利用でき，通信遮断率を大幅に低減できること明らかにした.また，この結

果を利用して実効伝送速度を定量的に評価した結果，適応変調を用いることで実効

伝送速度を大幅に向上できることを明らかにした.
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第 4 章 分散アンテナを用いた複局同時送信による通信

遮断解消技術

4.1 序言

本章では，複局同時送信を用いた路車問通信システムにおける通信遮断解消に

効果の高い分散アンテナの配置方法について検討を行う.複数の路側アンテナを用

いて 1 つの路車開通信セルを構築する分散アンテナは， 1 つの路側アンテナが担っ

ていた路車開通信機能を複数の路側アンテナに分散させる効果があり，マクロダイ

バーシチ効果による通信遮断の解消が期待できる.このとき，走行中の車両が周辺

の車両に影響されることなく分散アンテナのいくつかを常に見通せるような優れた

アンテナ配置方法を見出せれば，その効果を最大限に引き出すととが可能となる.

本章では，第 2 章で構築した路車間通信システムモデルを適用した計算機シミュ

レーションを用いて，既存の道路インフラを有効活用した 6 種類の分散アンテナ配

置に対する通信遮断率ならびに通信遮断継続時間の特性を比較し，最適な分散アン

テナ配置法を明らかにする.また，実効セル面積の拡大効果の観点からも検討を行

い，その拡大率が最大となる分散アンテナ配置を明らかにする.

4.2 分散アンテナの適用効果

様々な ITS のサービスを今後展開・運用していく上で必要不可欠な樹府の 1 つ

として路車開通信技術が戦Tられるが，克直事故情報等の緊急を要する情報の送受

信は可能な限りリアルタイムに行われることが望ましいため，道路を走行中の車両

が継続して情報の送受信を行える環境を構築する必要がある.しかしながら， 1 つ

の RBS で構成される路車間通信セル内では，周辺車両の位置関係が時々刻々と変

化し，これに伴うマルチパスフェージ、ングやシャドウイングによる伝搬路特性の大

きくかっ高速な変動が発生する.また，図 4.1(a) に示すような大型車両による見

通し通信路の遮へいに起因する通信遮断が路車開通信時の受信信号品質の深刻な劣

化を引き起こす.
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(a) 集中アンテナシステム (b) 分散アンテナシステム

図 4.1 分散アンテナの適用効果

これに対し，複数の RBS を用いて 1 つの路車問通信セルを構築する分散アンテ

ナは，図 4.1(b) のように路車間通信セル内に配備された複数の RBS が通信対象と

なり，複局同時送信によるマクロダイバーシチ効果が得られるため，通信遮断発生

率の大幅な低減が期待できる.このとき，分散アンテナから送信される電波は様々

な伝搬路を経て車載アンテナに到来するが，このうち直接波は他の多重波による電

力と比較して最も大きい電力を有するのが普通である.従って，直接波の存在の可

否は通信遮断発生率やその継続時聞に大きく寄与するため，路車問通信システムに

おける通信遮断低減のためには，分散アンテナと車載アンテナを結ぶ見通し線を出

来る限り確保できるように分散アンテナを配備しなければならない.よって本章で

は，各車両が周辺の車両に影響されることなく分散アンテナを効率よく見通せる環

境の構築を目的とし，様々な分散アンテナ配置に対する通信遮断特性に関する計算

機シミュレーションを行うことで，最も特性の良い分散アンテナ配置法を明らかに

する [65]~[68].

4.3 分散アンテナ毘置法

分散アンテナから複局同時送信を行い， 1 つの路車問通信セルを構成する方法

として，車両の前後に存在する RBS から電波を送信する手法が検討されている

[55] ， [56] が，本論文で、は車載アンテナをダッシュボード上に設置するものと仮定し

ており，車両後方から到来する電波の受信は困難であるため，車両前方の複数の

RBS から送信する手法を適用する.

図 4.2~図 4.4に，本論文で検討対象とする分散アンテナを用いた路車開通信セ
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(a) 路側均等配置 CRoadside) (b) 中央均等配置 CMall)

図 4.2 片側 RBS 配置

(a) 向合せ配置 CCross) (b) 千鳥配置 CStagger)

図 4.3 両側 RBS 配置

(a) 1 局ガントリ配置 Cl-set gantry) (b) 2 局ガントリ配置 C2-sets gantry) 

図 4.4ガントリ RBS 配置
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100酬 100m 

箆盟理 詮謹寝

総~ 曹豊島

(a) 片側 RBS 配置の例 (b) 両側 RBS 配置の例

図 4.5 RBS 密度 (2 の場合)

ル構成法を示す.図 4.2は道路の片側からの送信を仮定した場合(片側 RBS 配置)

であり， RBS を路側に均等に配置したものを (a) 路側均等配置，中央分離帯に均

等に配置したものを (b) 中央均等配置と呼ぶ.また，図 4.3は道路の両側からの送

信を仮定した場合(両側 RBS 配置)であり， RBS を対面に配置したものを (a) 向

合せ配置，交互に配置したものを (b) 千鳥配置と呼ぶ.さらに，図 4.4は道路上の

ガントリからの送信を仮定した場合(ガントリ RBS 配置)であり， RBS 老中央車

線上に配置したものを (a)1 局ガントリ配置，各車線聞に配置したものを (b)2 局ガ

ントリ配置と呼ぶ.これらの分散アンテナ配置法は，ガントリ配置を除いていずれ

も道路照明の標準的な配置法として一般的に用いられている手法である [90].

さらに， RBS の設置コストの観点から全ての RBS 配置において公平な比較を

行うため，本論文では RBS 密度 (RBS density) をパラメータとして変化させる.

ただし， RBS 密度とは車線の延長方向 100m あたりの RBS の数として定義する.

例えば， RBS 密度が 2 の場合の RBS 配置は図 4.5のようになり，路側片側配置で

は 50m 間隔，向合せ配置では 100m 間隔で RBS が配置されている状態を表す.

4.4 シミュレーション

4.4.1 シミュレーション条件

本節では， 2.2.4項で構築した車両トラヒックに基づき， 4.3節で示した各分散ア

ンテナ配置に対する普通車両の通信遮断特性老計算機シミュレーションにより評価

する.また，分散アンテナ配置と実効セル面積の関係について検討を加え，その拡

大効率のよい分散アンテナ配置を明らかにする.
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表 4.1 シミュレーション条件

'Iransmitted frequency, f 5.8 GHz 

τransmitted power, Pt 10 dBm 
RBS 

(τransmitt町)
Antenna con五guration Omni-dipole 

Antenna gain, Gt 2 dBi 

Antenna height, hb 6m or 12m 

Antenna configuration Omni-dipole 

Antenna gain, Gr 2 dBi 

OBU Bandwidth, B 5 MHz 

(Recei刊r) N oise figure, F 10 dB 

Modulation method QPSK 

Required BER 10-5 

Lane width, Wl 4.0m 

Roadside width, Ws 2.0 m 

Road reflection coeffi.cient 0.8 

Vehicle reflection coe由cient 0.9 

Vehicle length (Std) 4.5 m, (Lrg) 10.0 m 

Vehicle width (Std) 2.5 m, (Lrg) 2.5 m 

Vehicle height (Std) 1.5 m, (Lrg) 4.0 m 

Vehicle dashboard height (Std) 1.0 m, (Lrg) 2.5 m 

Std: Standard-sized vehicle, Lrg : Large伺sized vehicle 
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表 4.2 交通流に関するパラメータ

Lane 11 Lane 1 1 Lane 2 1 Lane 3 

Mean vehicle speed 80 km/h 95 km/h 110 km/h 

Free Mean time headway 3.5 sec 2.5 sec 2.0 sec 

丑ow Pha.'le (Congestion factor) 7 4 3 

Large-sized vehicle rate (LVR) 0.8 0.7 0.4 

Mean vehicle speed 10 km/h 15 km/h 20 km/h 

Congested Mean time headway 5.5 sec 5.0 sec 4.5 sec 

flow Phase (Congestion factor) 6 6 6 

Larg令sized vehicle rate (LVR) 0.5 0.4 0.3 

表 4.1に，本節で用いる計算機シミュレーションの条件を示す.本シミュレー

ションでは路車開通信システムにおけるダウンリンクを検討対象とし， DSRC の標

準規格に基づいて変調方式及び所要 BERをそれぞれ QPSK 及び 10-5 に設定した.

ただし，誤り訂正符号の適用は考慮していない.また， 1 つの路車問通信セルを構

成する分散アンテナ間の電波干渉は考慮するが，隣接する路車間通信セルから到来

する電波による干渉は，異なる周波数チャネルの利用 [91]， [92] により無視できるも

のと仮定した.さらに，路側アンテナ高として，現行の ETC で用いられている標

準的な路側アンテナ高である 6m，及び高速道路における道路照明の一般的な設置

高である 12m 老採用した.

また，本節では表 4.2に示した交通流パラメータを用いて，実際の交通流 [89] に

基づいた 2つの交通流すなわち自由流と渋滞流を想定してシミュレーションを行う.

自由流では，路側に近い第 1 車線ほど車両速度を遅く，位相パラメータ及び大型車

両混入率を大きく設定し，車両ごとのランダム性が失われた傾向を与えている.一

方，渋滞流では，各パラメータの値に大きな差が現れないように設定して，いずれ

の車線においても混雑し，各々の車両の振舞いが同様となるようにしている.
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4.4.2 通信遮断率

4.4.2.1 自由流における通信遮断率

図 4.6及び図 4.7に，路側アンテナ高が 6m と 12m の場合の自由流における RBS

密度に対する通信遮断率をそれぞれ示す.ただし，各図中の (a) ， (b) 及び (c) はそ

れぞれ第 1 車線，第 2 車線及び第 3 車線の通信遮断率である.

各図より，通信遮断率はいずれの分散アンテナ配置においても， RBS 密度を大

きくするに連れて揺らぎつつ減少する傾向があることが分かる.この結果より，分

散アンテナシステムでは複数の路側アンテナから到来する電波による干渉が頻繁に

発生してしまうという欠点を有するものの，送信ダイパーシチによる路側アンテナ

の見通し確率向上の効果が支配的であると言える.また，本論文における計算機シ

ミュレーションでは約 3 X 104 台の車両を対象としたが ， RBS 密度に対する通信

遮断率の揺らぎは車両台数を増加させても同様の傾向が得られた.一方，回折波を

考慮せず，直接波，路面反射波，及び車両反射波のみを考慮して計算機シミュレー

ションを行った場合にはこの揺らぎはほとんど現れないことを確認した.従って，

この揺らぎは回折波の電力による影響であると考えられる.すなわち，受信車両と

路側アンテナの距離が離れるに連れて回折角は小さくなるため回折損が小さくなる

一方で，距離減衰による受信信号電力の低下も発生し，これらの支配関係は分散ア

ンテナの配置や間隔に対して単調でない振舞いを行うため，受信信号電力が変化す

ることによるものと考えられる.

次に，各分散アンテナ配置聞での通信遮断率特性について考察を加える.

4.4.2.1.1 片側 RBS fia置の特性

図 4.6より，路側アンテナが低い場合の路側均等配置と中央均等配置の間で各

車線の通信遮断率を比較すると，路側均等配置では第 3 車線ほど，また中央均等

配置では第 1 車線ほど悪化していることが分かる.これは， RBS と対象車両の聞

に存在する車両が多くなるほど，見通し線が遮断される可能性が高くなるからであ

る.また，この特性は路側アンテナを高くしても大きな変化がないことが図 4.7よ

り分かる.これは，路側アンテナを高く設置すると見通し線の遮断率は低減するも

のの，路側アンテナと対象車両の車載アンテナとの距離が長くなることに起因する
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図 4.8 千鳥配置による通信遮断解消効果

電力減衰により，その低減が相殺されるからである.さらに， RBS 密度を 1 から

4 すなわち RBS 間隔を 100m から 25m に縮小することにより，通信遮断率の値を

最大で 1/10 程度に抑えられることが同図より分かる.

4.4.2.1.2 両側 RBS 配置の特性

図 4.6及び図 4.7より，向合せ配置と千鳥配置における各車線の通信遮断率を比

較すると，ある RBS 密度における RBS 間隔は片側 RBS 配置の 2 倍となっている

にも関わらず，ほとんどの RBS 密度において片側 RBS 配置の場合よりも良い通信

遮断率が得られていることが分かる.これは，対象車両と遮へい車両の位置関係は

短時間のうちにはあまり変化がないため，片側 RBS 配置では通信ゾーン内におい

て同一の遮へい車両により通信遮断を受け続ける傾向があるのに対し，両側 RBS

配置では路側と中央分離帯に配置された RBS に対してはそれぞれ異なる車両が通

信遮断を引き起こすため，双方の RBS が同時に遮へいされる可能性が非常に低く

なるからである.

次に，図 4.6より路側アンテナ高が低い場合の向合せ配置と千鳥配置における各

車線の通信遮断率に注目すると，第 1 車線と第 3 車線においては両者に大差はない

が，第 2 車線では千鳥配置の方が良い特性が得られていることが分かる.これは，

千鳥配置は向合せ配置における中央分離帯側の RBS を，その間隔の半分だけオフ

セットした配置に過ぎないため，第 1 車線と第 3 車線に与える通信遮断の低減効果

はほとんどないものの，第 2 車線に対しては図 4.8に示すように幾何学的に優れた

配置法となっているからである.すなわち，第 2 車線における大型車両が直後を走

行する対象車両ヘ引き起こす通信遮断の影響は，片側 RBS 配置を向合せ配置に変
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更しても幾何学的位置関係により全く改善されないが，千鳥配置はこの影響も軽減

する効果があるからである.さらに，路側アンテナを高く設置すると第 2車線の車

両は隣接車線の大型車両による通信遮断の影響を受けなくなるため，その効果がよ

り顕著に現れていることが図 4.7より分かる.また. RBS 密度を 1 から 4 すなわち

RBS 間隔を 200m から 50m に縮小することにより，通信遮断率の値を最大で 1/20

程度に抑えられるととが同図より分かる.

4.4.2.1.3 ガントリ RBsDa置の特性

図 4.6より，路側アンテナ高が低い場合の 1 局ガントリ配置における各車線の通

信遮断率を比較すると，第 1 車線では路側均等配置のものと，また第 3 車線では中

央均等配置のものとほぼ同様の振舞いをすることが分かる.これは，第 1 車線にお

ける大型車両が直後を走行する対象車両ヘ引き起こす通信遮断の影響は，路側均等

配置を 1 局ガントリ配置に変更しても幾何学的位置関係により全く改善されないた

めであり，第 3 車線の場合も同様の理由による.また，この持性は路側アンテナを

高く設置しても大きな変化がないことが図 4.7より分かる.さらに. RBS 密度を 1

から 4 すなわち RBS 間隔を 100m から 25m に縮小することにより，通信遮断率の

値を最大で 1/10 程度に抑えられることが同図より分かる.

次に，図 4.6において路側アンテナ高が低い場合の 2 局ガントリ配置における

各車線の通信遮断率に注目すると. RBS 密度が 3 より大きくなるといずれの車線

においても最も良い通信遮断率が得られていることが分かる.これは. 2局ガント

リ配置は車線間に RBS を配置することによって通信遮断の影響を極めて低く抑え

られることと. RBS 間隔が小さいときは見通し線が遮断された場合でも回折波に

よる比較的大きな電力が得られることに起因する.また. RBS 密度を 1 から 4 す

なわち RBS 間隔を 200m から 50m に縮小することにより，通信遮断率の値を最大

で 1/100 程度にまで大きく抑えられることが同図より分かる.

しかしながら. 2 局ガントリ配置における各路側アンテナの傾斜角は，路側や

中央分離帯に路側アンテナを配置する場合と比較して大きい値となっているため，

路側アンテナを高く設置すると通信ゾーンがより縮小されてしまうという欠点を有

する.従って，路側アンテナ高が高い場合は 2局ガントリ配置における通信遮断率

が悪化していることが図 4.7より分かる.また，第 2 車線においては向合せ配置の
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場合と同様に，幾何学的位置関係によりガントリ上の 2 本の路側アンテナが同時に

遮断されてしまうため，千鳥配置の場合より通信遮断率が蔚ヒしていることが同図

より分かる.

以上の結果から，自由流に対しては千鳥配置と 2 局ガントリ配置が，最も通信

遮断率を低く抑えられる分散アンテナ配置法であることが分かる.

4.4.2.2 渋滞流における通信遮断率

図 4.9及び図 4.10に，路側アンテナ高が 6m と 12m の場合の渋滞流における RBS

密度に対する通信遮断率をそれぞれ示す.ただし，各図中の (a) ， (b) 及び (c) はそ

れぞれ第 1 車線，第 2 車線及び第 3 車線の通信遮断率である.

各図より，通信遮断率はいずれの分散アンテナ配置においても， RBS 密度を大

きくするに連れて揺らぎつつ減少する傾向があることが分かる.この結果より，や

はり渋滞流の場合も自由流と同様に，複数の路側アンテナからの到来波による電波

干渉に対して送信ダイバーシチによる路側アンテナの見通し確率向上の効果が支配

的であると言える.また， RBS 密度に対する通信遮断率の揺らぎの要因も自由流

の場合と同様であると考えられる.

次に，各分散アンテナ配置間での通信遮断率について考察を加える.

4.4.2.2.1 片側 RBsla置の特性

図 4.9及び図 4.10より，路側均等配置と中央均等配置の聞で各車線の通信遮断

率を比較すると，路側アンテナを高く設置することで路側均等配置の第 2 車線の

通信遮断率が特に大きく低減されることが自由流と異なる特性として分かる.これ

は，渋滞流では，路側アンテナと対象車両の車載アンテナとの距離が長くなること

に起因する電力減衰による通信遮断の増加に比べ，路側アンテナを高く設置するこ

とによる見通し線の遮断率の低減が支配的となるためであると考えられる.また，

RBS 密度を 1 から 4 すなわち RBS 間隔を 100m から 25m に縮小することにより，

自由流の場合と同様に通信遮断率の値を最大で 1/10 程度に抑えられることが同図

より分かる.
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4.4.2.2.2 両側 RBSÖa置の特性

図 4.9及び図 4.10より，向合せ配置と千鳥配置の聞で各車線の通信遮断率を比

較すると，やはり自由流の場合と同様の理由により，ある RBS 密度における RBS

間隔は片側 RBS 配置の 2倍となっているにも関わらず，ほとんどの RBS 密度にお

いて片側 RBS 配置の場合よりも良い通信遮断率が得られていることが分かる.特

に，第 2 車線では路側アンテナを高く設置することで隣接車線からの通信遮断が発

生しなくなるため，幾何学的位置関係により 2 本の RBS までの見通し線が同時に

遮られる向合せ配置や 2局ガントリ配置に比べ，千鳥配置の通信遮断率が最も良い

特性を示していることが図 4.10より分かる.また， RBS 密度を 1 から 4 すなわち

RBS 間隔を 200m から 50m に縮小することにより，自由流の場合と同様に通信遮

断率の値を最大で 1/20 程度に抑えられることが同図より分かる.

4.4.2.2.3 ガントリ RBS 配置の特性

路側アンテナ高が高い場合の 2 局ガントリ配置における各車線の通信遮断率は

自由流と異なる振舞いを示しており，第 1 車線と第 3 車線における通信遮断率が，

路側アンテナ高が低い場合のものと比較して大きく低減されていることが図 4.9及

び図 4.10より分かる.これは，片側 RBS 配置の場合と同様に，渋滞流では路側ア

ンテナを高く設置することによる見通し線の遮断率の低減が支配的となるためであ

ると考えられる.

以上の結果から，渋滞流についても千鳥配置と 2 局ガントリ配置が，通信遮断

率の低減に対して最も効果のある分散アンテナ配置法と言える.

4.4.3 平均通信遮断継続時間

前項では，自由流と渋滞流における通信遮断率を評価したが，異なる分散アン

テナ配置聞で等しい通信遮断率が得られでも，多数の短時間通信遮断が発生して

いるのか，数回の長時間通信遮断が発生しているのかにより，通信品質は大きく

異なる.そこで，本項では平均通信遮断継続時間 (MLBD: Mean Link-Blocking 

Duration) について検討を加える.
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図 4.12 RBS 密度に対する平均通信遮断継続時間 (Congested fl.ow) 
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図 4.11及び図 4.12に，自由流と渋滞流における全車線の RBS 密度に対する平

均通信遮断継続時閣をそれぞれ示す.渋滞流では車線開の速度差が小さく，いった

ん大型車両の電波の影に進入するとその状態を脱するまでに長時間を要するため，

平均通信遮断継続時聞は自由流のものと比べて全体的に大きな値を示していること

が同図より分かる.また，図 4.11及び図 4.12より，路側均等配置と中央均等配置で

は， RBS 密度が 2 (RBS 間隔=50m) となるまでは RBS 密度の増加に従って平均

通信遮断継続時闘が減少し，この値を超えると RBS 密度の増加に従って平均通信

遮断継続時聞が再び悪化していることが分かる.このことは，同アンテナ配置にお

ける通信遮断率が RBS 密度の増加に対してほぼ単調に減少していたことを勘案す

ると， RBS 密度が 2 となるまでは長時間の通信遮断の低減が支配的であり，この

値を超えると長時間の通信遮断はほとんど解消されないことを示していると考えら

れる.

これに対し，両側 RBS 配置における平均通信遮断継続時間は， RBS密度の増加

に伴ってほぼ単調に減少しており，路側アンテナが低く設置されている場合は RBS

密度を 2.5 以上 (RBS 間隔:S80m) , 路側アンテナが高く設置されている場合は

RBS 密度を 2 以上 (RBS 間隔三100m) とすることにより， RBS 密度が 4 (RBS 

間隔=50m) の場合と同程度の平均通信遮断継続時聞が得られることが同図より分

かる.また，向合せ配置と 2 局ガントリ配置の場合は， RBS 密度が 2 を下回ると

平均通信遮断継続時聞が急激にd悪化し，その特性は 2 局ガントリ配置においてより

顕著に現れていることが分かる.特に， RBS 密度が 2 から 1 になると，平均通信

遮断継続時間は自由流で最大 6 倍，渋滞流で最大 8 倍にまで悪化することが分か

る.これは， 2 局ガントリ配置における通信遮断は同一車線を走行する大型車両が

引き起こし，大型車両の電波の影を抜け出すのに長時間を要するためである.

一方，千鳥配置の場合は RBS 密度が 2 を下回っても平均通信遮断継続時聞は

片側 RBS 配置と同様の振舞いを行い， RBS 密度を 2 から Hこすることによる平均

通信遮断継続時間の悪化の割合は， 1.5 倍から 3 倍程度に抑えられていることが分

かる.これは，前項で述べたように，幾何学的位置関係により 2 本の RBS までの

見通し線が同時に遮られる向合せ配置や 2局ガントリ配置に対し，千鳥配置は継続

して通信遮断が発生する頻度を小さく抑えられることによるものである.

以上より，同程度の通信遮断率であっても 2 局ガントリ配置より千鳥配置の方
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が平均通信遮断継続時聞を小さくでき，連続的な通信誤りを抑える観点から千鳥配

置が優れた分散アンテナ配置法であると言える.

4.4.4 実効セル面積拡張効果

最後に，各分散アンテナ配置における通信遮断の解消効率を比較するため，自

由流と渋滞流における全車線の RBS 密度に対する実効セル面積拡張率 CEffective

cell area expansion ratio) を図 4.13及び図 4.14にそれぞれ示す.ただし，実効セル

面積とは，路車問通信セル内における通信可能エリアすなわち所要 CNRを満たす

通信エリアの面積として定義し，セル内の分散アンテナから到来する多重路伝搬に

よる電波干渉や大型車両による通信遮断を考慮している.また，実効セル面積拡張

率は，各分散アンテナ配置を用いて通信遮断を低減することによる路車問通信セル

内における実効セル面積の拡張率とし，路側均等配置における実効セル面積を基準

とする.すなわち，実効セル面積及び実効セル面積拡張率は次式のように表される.

実効セル面積=通信ゾーン面積x (1 一通信遮断率) (4.1) 

各分散アンテナ配置における実効セル面積
実効セル面積拡張率一 (4.2) 

一 路側均等配置における実効セル面積

さらに，実効セル面積拡張率の最大値はユ知支のように与えられるので，これを“upp町

bound" として各図中に示している.

通信ゾーン面積
実効セル面積拡張率の最大値一 (4.3) 

- nh剛山等配置における実効セル面積

図 4.13及び図 4.14より，中央均等配置の場合は，自由流，渋滞流ともに実効セ

ル面積拡張率が 1 を下回る場合が多く，ほとんどの RBS 密度に対して実効セル面

積の拡張効果が得られないことが分かる.これは，中央均等配置は RBS を路側均

等配置と等しい間隔で中央分離帯に配置したものに過ぎず，第 1 車線と第 3 車線の

通信遮断率の特性が入れ替わる他に特別な効果がないからである.また， 1 局ガン

トリ配置の場合は，路側アンテナが低く設置されている場合は実効セル面積の拡張

効果が得られているが，路側アンテナ高が高い場合は拡張率が1.03 以下に留まっ

ており，実効セル面積の大きな拡張効果が得られているとは言い難い.

これに対し，千鳥配置又は 2 局ガントリ配置を用いて RBS 密度を 2.5 以下と

すると，路側アンテナ高が低い場合は RBS 密度の減少に従って実効セル面積拡張
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率が大きくなる傾向があり， RBS 密度が 1 の場合に自由流で1.1.渋滞流で1.2 の

拡張率が得られていることが図 4.13(a) 及び図 4.14(a) から分かる.また，千鳥配

置の場合，この効果は路側アンテナを高く設置しでも維持でき， RBS 密度が 1 の

場合に自由流で1.13，渋滞流で1.15 の拡張率が得られることが図 4.13(b) 及び図

4.14(b) より分かる.これは， RBS を道路に対して非対称に配置することによる効

果であり，路側アンテナ高に関わらず高い実効セル面積拡張効果が得られる分散ア

ンテナ配置法と言える.

一方， 2 局ガントリ配置の場合に路側アンテナを高く設置すると， RBS 密度を

小さくすることによる実効セル面積の拡張効果はほとんど得られなくなる.これ

は， 2 局ガントリ配置において路側アンテナ高が高い場合に自車線の大型車両によ

る通信遮断が発生する場合は，大型車両の深い電波の影に進入しているときであ

り， RBS 密度に関わらず長時間の通信遮断を受け続ける傾向が大きいからである

と考えられる.

以上より，交通流や路側アンテナ高による影響が小さい千鳥配置が，実効セル

面積の拡張に効果が高いことが分かる.

4.5 結言

本章では，複局同時送信を用いた路車間通信システムにおける通信遮断解消効

率のよい分散アンテナ配置について検討を行った.本手法は，走行中の車両が周辺

の車両に影響されることなく路側アンテナを見通せるような優れた分散アンテナ配

置の構築を目標とするものであり， 1 つの路側アンテナが担っていた路車問通信機

能を複数の路側アンテナに分散させることによるマクロダイバーシチ効果を利用し

た通信遮断の解消を実現する技術である.既存の道路インフラを有効活用した分散

アンテナ配置に対し，交通流と多重路伝搬を考慮した受信信号電力に関する計算機

シミュレーションをおこなった結果から，通信遮断率ならびに通信遮断継続時間の

特性を定量的に評価し，千鳥配置及び 2局ガントリ配置が最も良い特性が得られる

ことを示した.また，実効セル面積の拡張効果に関して検討を加え，千鳥配置がそ

の拡張効率の最も高い分散アンテナ配置であることを明らかにした.
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本論文では，道路交通流の変動と多重路伝搬に起因する劣悪な無線通信環境下

にある高度道路気重システムにおいて，出来る限り通信を維持するための通信遮断

解消櫛肱関する研究成果をまとめた.以下に，本野院で得られた成果を総括する.

第 3 章では，適応変調の路車間通信システムへの適用による通信遮断の解消効

果を明らかにした.本手法は，路側アンテナと車載アンテナを結ぶ見通し線が大型

車両によって遮へいされた場合，この大型車両の車体稜線を経て到来する回折波の

電力を，適応変調を用いて受信信号電力に応じた変調フォーマットの切り換えを行

うことで有効に利用し，通信を出来る限り維持する技術である.

交通流と多重路伝搬を考慮した受信信号電力に関する計算機シミュレーション

を用いて，本手法の適用による通信遮断率の改善効果について評価を行った結果，

以下のことが分かった.

ー路車開通信において所定の通信品質を確保するため，所要 CNR の低い変調

方式を用いることで回折波を利用することが可能となり，通信遮断率を低減

できる.例えば，路側アンテナ高が 10m の場合， 64QAM (BER=10-5 ) に

必要な所要 CNR である 25.6dB を， QPSK (BER=1O-5 ) に必要な 12.6dB

とすることにより，自由流と渋滞流ともに通信遮断率を約 1/10 にできる.ま

た，誤り訂正符号を適用して符号化利得を得ることにより，通信遮断率のさ

らなる低減が期待できる.

ー自由流と渋滞流ともに，第 2 車線及び第 3 車線における通信遮断率は，路側

アンテナ高を高くすることで大きく低減でき，第 2 車線においては第 1 車線

と同程度にまで改善される一方，第 1 車線の通信遮断率の低減に路側アンテ

ナを高く設置するととはあまり効果がない.

ー他車両における電波反射による受信信号電力は，自由流においては第 1 車線

及び第 2 車線の通信遮断率の低減に僅かな効果があるが，第 3 車線では全く
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効果が得られない.また，渋滞流においては他車両での反射波が第 1 車線の

通信遮断率の低減に大きく寄与する.

ー他車両における電波回折波は，自由流では路側アンテナ高が低い場合は第 3

車線の通信遮断率を最も大きく低減でき，路側アンテナ高が高い場合は第 2

車線の通信遮断率を最も大きく低減できる.また，渋滞流では，回折波は路

側アンテナ高が高い場合に第 2 車線の通信遮断率を最も大きく低減できる.

また，通信遮断継続時間の改善効果について評価を行った結果，以下のことが

分かった.

ー上記と同様に所要 CNRを低くすることにより，路側アンテナ高が 10m で通

信ゾーンを 50m とした場合，自由流の場合は第 1 車線の全車両の 99%以上

の通信遮断継続時聞を O.2sec 以内に，渋滞流の場合は第 1 車線の全車両の

98%以上の通信遮断継続時聞を1.0sec 以内にそれぞれ抑えられる.また，誤

り訂正符号を適用して符号化利得を得ることにより，これらの値をさらに小

さく抑えられることが期待できる.

ー自由流と渋滞流ともに，所要 CNR を低くするに従って短時間の通信遮断の

割合は減少するが，長時間の通信遮断の割合はあまり減少しない.

ー自由流と渋滞流ともに，所要 CNRを低くして回折波による電力を有効利用

することにより，通信ゾーンを 50m から 100m に拡大しても通信遮断継続時

間の悪化を小さく抑えられる.

以上の結果をもとにして， QPSK, 16QAM, 64QAM を受信 CNR に応じて切

り換える適応変調を適用した場合に達成できる実効伝送速度ならびに平均受信デー

タ量の結果から，以下のことが分かった

ー適応変調を用いることで， 64QAM を固定的に用いる場合に比べて実効伝送

速度を大幅に向上でき， RBS 間隔が 100m のときに平均実効伝送速度を自由

流及び渋滞流の場合にそれぞれ最大約1.3 倍及び約1.5 倍にできる.
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ー自由流では，適応変調方式を用いることで 64QAM の場合よりも実効伝送速

度を常に向上でき，各車線閣の実効伝送速度の差が軽減され，さらに低実効

伝送速度となる時間の割合を大幅に低減できる.

ー渋滞流では，路側アンテナ高が低い場合は適応変調方式を用いることで 64QAM

よりも実効伝送速度を常に向上できるが，各車線聞の実効伝送速度の差はほ

とんど軽減されない.一方，路側アンテナ高が高い場合は適応変調方式を用

いることで 64QAM よりも実効伝送速度を常に向上でき，かつ各車線聞の実

効伝送速度の差も小さくなる.

ー自由流と渋滞流のいずれの場合でも，通信ゾーンを拡大することによる実効

伝送速度の低下を，適応変調方式を用いることで補償できる.また，複数の

車両が多重アクセスする場合，自由流では各車両の平均受信データ量を最大

化する最適な RBS 間隔が 60m~100m に存在するが，渋滞流では最適間隔は

存在せず通信ゾーンの拡大に従って平均受信データ量は減少する.

第 4 章では，複局同時送信を用いた路車問通信システムにおける通信遮断解消

効率のよい分散アンテナ配置を明らかにした.本手法は，走行中の車両が周辺の車

両に影響されることなく路側アンテナを見通せるような優れた分散アンテナ配置の

構築を目標とするものであり， 1 つの路側アンテナが担っていた路車問通信機能を

複数の路側アンテナに分散させることによるマクロダイバーシチ効果を利用した通

信遮断の解消を実現する技術である.

交通流と多重路伝搬を考慮し， QPSKを用いる通信方式を仮定して計算機シミュ

レーションを行って求めた通信遮断率を，既存の道路インフラを有効活用した 6種

類の分散アンテナ配置(路側片側配置，中央片側配置，向合せ配置，千鳥配置， 1 局

ガントリ配置， 2 局ガントリ配置)について比較した結果，以下のことが分かった.

ー向合せ配置と千鳥配置は，ある RBS 密度における RBS 間隔が片側 RBS 配置

の場合の 2 倍となるにも関わらず，ほとんどの RBS 密度に対して片側 RBS

配置の場合よりも良い通信遮断率が得られる.

ー自由流と渋滞流ともに，千鳥配置又は 2 局ガントリ配置を用いることで最も

通信遮断率を低く抑えられる.また，その通信遮断率は RBS 間隔を 200m か
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ら 50m へと縮小することにより，自由流の場合，それぞれ最大約 1/20 と約

1/100 に，渋滞流の場合，両配置ともに最大約 1/20 に低減できる.

また，同様の計算機シミュレーションから得た通信遮断継続時間の結果から，以

下のことが分かった.

ー両側 RBS 配置における平均通信遮断継続時聞は，向合せ配置と千鳥配置と

もに RBS 密度の増加に伴って単調に減少し，路側アンテナ高が低い場合は

RBS 密度が 2.5 以上 (RBS 間隔:S80m) ，路側アンテナ高が高い場合は RBS

密度が 2 以上 (RBS 間隔:S100m) のとき， RBS 密度が 4 (RBS 間隔=50m)

のときと同程度の良好な平均通信遮断継続時間 (0.05~0.lsec) が得られる.

『千鳥配置を用いたときの平均通信遮断継続時聞は， RBS 間隔によらず低い値

となり，他のアンテナ配置を用いて RBS 間隔を 100m 以上にすると平均通信

遮断継続時聞が急激に，悪化するのに対し，その割合を最も小さく抑えられる.

さらに，路車問通信の実効セル面積に関する考察を加えた結果，以下のことが

分かった.

ー実効セル面積の拡張効果は，交通流や路側アンテナ高による影響が小さい千

鳥配置が最も大きく，路側均等配置の実効セル面積に対して RBS 密度が 1 の

場合に自由流で最大1.13，渋滞流で最大1.2 の拡張率が得られる.

近い将来実現することが期待されている走行支援道路システムでは，緊急を要

する情報を始めとした安全運転支援のための様々な情報を，車車開通信ネットワー

ク内に存在する車両間で共有するとともに，路車開通信ネットワークを介して車群

間でも共有することが必要不可欠である.さらに，このような情報の収受及び共有

は，位置や時聞に依存することなくシームレスに行う必要があるため，これを実現

できる環境を道路上に構築しておくことが望まれる.

本論文における通信遮断解消技術に関する成果は，道路を走行中の車両が可能

な限り継続しで情報の送受信を行える環境の構築を可能とするものであり，本技術

を路車問通信システムに適用することで，運転者の安全性及び快適性の向上に大き

く貢献することによる道路交通環境の最適化の実現が期待できる.
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A 幾何光学近似による電波伝搬環境の検証例

無線電波伝搬のモデル化を行う際には，無線通信に用いる電波の波長が周辺に

存在する建造物や障害物の規模に対して十分に小さい値である場合は，受信点に到

来する電波を幾何光学的に重ね合わせる手法が用いられることが多い.本章では，

この手法を適用して，鉄道検車場における無線 LAN システム (IEEE802.11b) の

電波伝搬環境を数値計算により検証した例を示す.

図 A.1(a) に，検証の対象とした鉄道検車場の見取り図を示す.検車場内には 12

基の無線 LAN アクセスポイント (AP : Access Point) が配備され，検車場内に待

機する列車と無線通信が可能である.各 AP における送信アンテナには 13 段コー

リニア型半波長ダイポールアンテナが用いられ， AP7, AP9, AP10，及び AP12以

外は路面に対して垂直に設置されている.また， AP7, AP9, AP10，及び AP12 は

それぞれ同図中に示した方向に 5deg程度傾けて設置されている.同図中央より左

側は引上線区間であり，列車の入れ替えが行われるときにのみ使用される.一方，

同図中央より右側は着発線区間であり，複数の列車が常時待機している.

次に，図 A.1(b) に数値計算に用いる鉄道検車場のモデルを示す. AP5 付近に

設置されている歩道橋を走行開始地点 A， AP3 付近を走行終了地点 B として，第

9番線の走行を想定した数値計算を行う.本モデルでは，走行開始地点 Aから走行

終了地点 B までは直線状の線路であると仮定し，各 AP から第 9 番線の線路まで

の垂直距離，及び走行開始地点から各AP までの距離を見取り図から算出してモデ

ルに適用している.また，各 AP に設置されている送信アンテナの種類及び設置高

(図 A.1中に表記)は，検車場で実際に用いられているものに基づいている.ただ

し， AP9, AP10，及び AP12 に設置された送信アンテナは，図 A.1(a) 中に示した

方向に各々5deg 傾けられているものと仮定した.数値計算に用いたその他のパラ

メータを表 A.1に示す.いずれの数値も，検車場における無線伝搬環境測定の際の

測定条件に基づいた値である.また， 13 段コーリニア型半波長ダイポールアンテ

ナの指向特性を図 A.2に示す.同図より， 13 段コーリニア型半波長ダイポールアン

テナは，アンテナ素子に垂直な方向に対して非常に鋭い指向性を有していることが

分かる.
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表 A.1 数値計算に用いたパラメータ

Reference track 9th track 

τransmitted power 10 dBm 

Antenna con五guration
13 elements colinear-type 

AP 1/2-wavelength dipole 

Antenna gain 10 dBi 

Connection cable loss 8 dB 

Antenna con五guration 1/2-wavelength dipole 

Antenna gain 2 dBi 
Train 

Antenna height 2.5 m 

Window transmission loss 2 dB 
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図 A.3 受信信号電力の実測結果

図 A.3に，検車場における受信信号電力の実測結果を示す.本結果は，実際に

検車場において列車を走行させ，運転席に設置された受信アンテナにおける受信信

号電力を測定した値であり，横軸は通過時刻である.走行開始地点から APll 付近

(地点 p) までは引上線区間であるため列車の走行速度が遅く， APll 付近(地点

p) を超えた付近から走行終了地点までは着発線区間であるため列車の走行速度は

徐々に速くなっている.

また，図 A.4に数値計算による受信信号電力の計算結果を示す.ただし，同図

(a) は検修庫における電波反射を考慮した場合であり，同図 (b) はこれを考慮しな

い場合の計算結果である.各図の横軸は列車の位置であり，図 A.3と比較を行うた

めに地点 P の位置を同図中に示した.

図 A.3と図 A.4(b) を比較することにより，検車場における無線伝搬環境の数値

計算による再現性について検証を行う.以下では，実際の検車場において測定され

た受信信号電力の値を“実測値ヘ数値計算により得られた受信信号電力の計算結

果を“計算値"と表記する.
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図 A.4 受信信号電力の数値計算結果

-APll からの受信信号電力の最大値は，実測値と計算値とも約-50dBm となっ

ておりよく一致している.ただし，計算値では送信アンテナのヌル点に起因

する受信信号電力の大きな低下が見られるが，実測値の精度が荒いためこれ

に一致するような場所が存在しているかどうかは不明である.
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-AP2 からの受信信号電力の最大値は，実測値と計算値で数 dBm 程度の差は

あるものの，いず、れの場合も約-60dBm となっておりよく一致している.

-AP9 からの受信信号電力は，地点 P を超えた付近から実測値と計算値ともに

急激に低下し， -80dBm 程度まで落ち込んでおりよく一致している.計算値

ではその直後に再び受信信号電力が急激に上昇しているが，列車背部からの

電波の受信を考慮して数値計算を行ったためであると考えられる.

-AP10 からの受信信号電力は，実測値では時刻によらず-80dBm 付近となって

いるが，計算値では-65dBm 程度となっており，不一致が見られる.

-AP1 からの受信信号電力の最大値は，実測値と計算値とも約-70dBm となっ

ておりよく一致している.計算値では受信信号電力はー70dBm~ー80dBm の付

近で緩やかに変動しているが，実測値ではその変動がより顕著である.

-AP12 からの受信信号電力の最大値は，計算値ではー50dBm 程度であるが，実

測値ではほぼ同じ位置で最大値をとるものの，計算値で得られた値ほど大き

な受信信号電力は得られていない.一方，最大値を超えると実測値と計算値

ともにー75dBm 程度の受信信号電力が得られておりよく一致している.

-AP3からの受信信号電力の最大値は，実測値と計算値ともに約-70dBm となっ

ておりよく一致している.

以上の結果より，送信アンテナが傾けられている AP10 及び AP12 で実測値と

計算値にやや不一致が発生していることが確認できる.これは，送信アンテナとし

て適用している 13 段コーリニア型半波長ダイポールアンテナは，半値角が非常に

小さく傾斜角を僅かに変化させただけでも受信信号電力特性は大きく変化するた

め，モデル化の際に誤差が発生したと考えることができる.また， AP10及び AP12

が設置されている区間は着発線区間であり，測定に用いた列車以外にも複数の列車

が存在しているため，これに起因する電波反射による受信信号電力の低下及び激し

い変動が実測値に影響を与えていることも要因として考えられる.一方，その他の

AP に対しては実測値と計算値の間でよく一致した受信信号電力特性が得られてい

ることが分かり，幾何光学近似を用いた数値計算が実フィールドの電波伝搬環境を

再現する手段として非常に有効であるということが確認された.
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B 直交振幅変調方式の平均 BER

本章では，平均 0，分散 σ2 のガウス雑音環境下における直交振幅変調方式の

平均 BER の導出を行う.図 B.1に，変調多値数が M である直交振幅変調 CM-ary

QAM) 方式の同相ー直交平面における信号点配置を示す.ただし ， 1¥11 = 22m であ

り ， 2m は 1 つの信号点当りのピット数である.

ある信号点が，隣接する特定の信号点と誤って判定される(例えば図 B.1中の

信号点 dを信号点 e と誤る)確率を九とすると，各信号点が等確率で発生する仮

定の下で

Pe 訂声明(る) dx 

一 品川本) (B.1) 

と表すことができる.ただし ， ð は最短信号点聞距離であり，信号点の最大振幅 A

を用いて次式で与えられる.

2'"個

Q 

ð=兵

8 
Mー桝

- - - -1 ・・ ・・
・\・ 1・+

I! ~/ i 

・ E ・ノ" I 

・・ IJJ ・ I 

図 B.1 直交振幅変調方式の信号点配置

(B.2) 

a 
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信号点の振幅が A の場合(例えば図 B.1中の信号点 h) ，信号点が誤って判定

される場合は信号点 e もしくは信号点 g の 2 通りであるから，信号点在誤る確率

(SER : Symbol Error Rate) は 2凡で与えられる.

信号点の同相成分もしくは直交成分のいずれか一方の振幅が AIV2の場合(例

えば図 B.1中の信号点 e) ，信号点が誤って判定される場合は信号点 b，信号点 d，

信号点 h の 3 通りであるから， SER は 3凡で与えられる.

信号点がその他の位置に存在する場合(例えば図 B.1中の信号点 d) ，信号点が

誤って判定される場合は信号点 a，信号点 c，信号点 e，信号点 g の 4 通りである

から， SER は 4凡で与えられる.

従って，各信号点の発生確率が等確率であるとき， M-ary QAM の SER は

SER = 4 ・ 2九十 4(2m -2) ・ 3九十 {22m -4 -4(2m -2)} ・ 4九

r 4 6. ~n_ 2 ......_ _ ,.... .1 _ I 五 1
= I')~ +刃(22m -2) 十戸(22m -2m+2 + 4)] e地卜云)L22m '22m'- -" 22m'- - '~'J -~~- \日 ωj

=二(2m - l)erfc I -判
4… \2、 /2σl

f. 1 ¥ _ f 0 ¥ 
= 211 ァ I erfc 1 ______:y-I (B.3) 

¥ 1/ NI J ¥ 2、 /2σl

と導出することができる.さらに，各信号点の符号としてグレイ符号の割り当てを

仮定すると，隣接する信号点のビット配列の相違は 1 ピットのみである.ゆえに，

ある信号点が隣接する各信号点と誤って判定される場合が各々独立であると仮定し

た場合，平均 BER は

2 f 1¥ _fo¥  
BER = -;:-SER = 一一一 11 一守一 I erfc 1 ~ I (B.4) 

log2N1¥- 1/MJ----\21hσj 

で与えられる.また，平均 CNRγ は

γ=iMJ)62 

となるので，式 (B.5) を用いて式 (B.4) を書き直すと

昨古 (1 方)吋示
として， γ に対する平均 BERが得られる.

(B.5) 

(B.6) 
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